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北総線運賃問題に関する調査報告書

I は じめに

1_調 査の対象

本調査報告書は、貴会による北総線の運賃問題を調査するため、貴会の依頼により、

関係事項を調査のうえ、作成されたものである。

本調査は、平成 25年 4月 10日から同年 7月 31日まで、貴会から書類の写しの提供を

受け、また、その他の公表資料の調査を行うことによつて実施された。

なお、貴会からはスムーズに書類提供を受けられたものの、資料の多くを保有する北

総鉄道株式会社 (以下 「北総鉄道社」という。)及 び同社の親会社にあたる京成電鉄株式

会社 (以下 「京成電鉄社」という。)の 協力は消極的なものにとどまった。



2.調 査の内容

本調査は、公費負担と北総線の運賃の有り方 (例えば、値下げの可能性)を 検証する

ことを目的とし、北総鉄道社の経営状況及びこれを取り巻く環境について財務、会計、

税務及び法務面から観察したものである。

3.調 査の制限

本調査は、一定の時間的制約の中で、貴会より提供を受けた諸書類及びその他の公表

資料により得られた情報のみに基づいて行われたものである。

当職らは、本調査報告書作成の前提となる情報の正確性については、なんら確認作業

を行っておらず、従つて、結論の正確性を保証するものではない。また、関係する財務、

会計、税務及び法務的問題′点を網羅的に指摘 ・検証したものでないことにもご留意いた

だきたい。      |

4,調 査の背景

北総線は、東京都葛飾区に所在する京成高砂駅から千葉県印西市に所在する印賂日本

医大駅までを結ぶ、北総鉄道社により運営される鉄道路線である。千葉ニュータウン建

設開始に伴い、東京都心と千葉ニュータウンを結ぶ交通手段として期待され、整備され

た経緯があり、したがつて、千葉ニュータツンの住民、特に東京都心方面に通勤又は通

学する住民にとつて十重要な移動手段となっている。

平成 22年 には、京成高秒駅から千葉県成田市に所在する成田空港駅を結ぶ成田空港繰

(成田スカイアクセス線)(印 藩日本医大駅より先は、北総繰外)も 開通し、北総線は、

東京都心と成田空港へのアクセスの一役を担う存在ともなっている。

しかし、北総線の運賃は、後述するように、首都圏の私鉄と比較した場合、同距離で2

倍以上に設定されており、沿線住民を中心にその運賃値下げを希望する声が出されてき

た。平成 22年 に成田空港線が開通する際には、運賃の値下げが実施されると期待された

ものの、北総鉄道社単独での値下げは実施されないことが発表された。そこで、京成電

鉄社、北総鉄道社、千葉県知事及び沿線各自治体の長との間で、平成 21年 11月 30日付

「北総線の運賃値下げに係る合意書」(以下 f本合意」という。)が 締結され、北総鉄道

社と沿線各自治体とがそれぞれ 3億 円を負担する形で、平成 22年 から5年 間、一定の値

下げが実施されることとなった。              ｀

自井市及び印西市は、北総線の運賃問題を協議するため、北総線運賃問題対策協議会

(以下 「北対協」という。)を 発足させ、これまで北総線の運賃問題を協議してきた。上

記の本合意締結も、協議会による実績の 1つ といえる。



平成 25年になり、平成 27年までの効力とされている本合意を継続すべきか、すなわ

ち公費負担を継続すべきか否かが検討課題として浮上してきた。そこで、この度、北体

協では、公費負担と運賃との関係を検討する
一助とするため、弁護士、会計士及び税理

士等の第二者による北総鉄道社 (北総線)の 経営状況等の調査 t検証を経ることとなっ

た。



正 現 状と課題       _

1,過 去の経緯

北総線は開業当時、初乗り 110円 (3kEI)という運賃体系であつたが、度重なる運賃

改定により、現在では首都圏の他路線と比較しても非常に高額な運賃体系となっている。

そのため、この高額な運賃問題に対し、沿線住民による様々な運動が展開され、国会

でも議論されるほどとなった。

平成 21年 には県を中心とした働き掛けにより、沿線自治体が値下げの減収分の半額を

負担する形で、通学定期 25%を 含む、平均 4.6%の値下げを行うことを内容とする本合意

が締結され、翌年、成田スカイアクセスの開通に合わせ、値下げが実施された。

しかし、自井市のみ合意履行のための補助金が予算化されず、1横山前市長は補助金に

係る予算の専決処分を行うたところ、同予算につき差止 ・返還を求める住民監査請求が

提出され、その後、住民訴訟に発展し、平成 25年 3月 、第一審にて住民側が勝訴した。

また、運賃の認可を行う国土交通大臣に対して、京成電鉄社と北総鉄道社問の線路使

用料や鉄道運賃の上限設定の認可の取り消しを求める訴えが出されたが、平成25年 3月、

第一審にて運賃の設定に問題は認められないとして、住民らの請求は棄却された。

<北 総線運賃問題の経緯>

平成 21年 11月 千 葉県が中心となり、鉄道事業者ともに運賃値下げに係る合意を締結。

平成 22年 3)6月 自井市のみ合意履行のための予算否決。

平成 22年 7月  成 田スカイアクセス開通に合わせ通学定期 25°/0含む、4.6%の値下げ実施。

① 自井市補助金予算差止 ・返還請求にかかる経緯

平成 22年 9月  白 井市にて補正予算が提案されるも審議未了となりt

横山前市長が専決処分を行う。

平成 22年 10月 上 記補助金につき、差止 ・返還を求める住民監査請求が提出される。

平成 22年 11月 い ずれの住民監査請求も棄去「。

平成 22年 12月 白 井市民より住民訴訟を千葉地裁に提訴。

平成 25年 3月  第 戸審にて住民側の勝訴。

② 国に対する行政訴訟にかかる経緯

平成22年 3月  沿 線住民による、国に対し運賃認可の取り消しを求める行政訴訟。

平成25年 3月  第 一審にて運賃設定に問題は認められないとして請求棄却。
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2.他 路線との比較

① 運 賃比較  ・

首都圏の他の鉄道と比較した場合、北総鉄道社の運賃は高額な運賃設定となっており

比較する営業キロによつては2倍以上の運賃となっている。

北総鉄道社と他の鉄道会社との運賃比率は以下の通りである。

② 売 上高営業利益率の比較

鉄道運賃rま鉄道事業法の規定により、「適正な原価に適正な利潤を加えたものを超えない」

営業キロ 北能鉄遭 京成電鉄 東武鉄道 東浜急行鉄道 西武鉄道 新京成電鉄
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運賃を上限額として設定し、国土交通大臣が審査する (同法 16条 2項 )。

北総鉄道社においては、大きな資本費負担が総括原価に含まれているため、他社と比べ

て非常に高い営業利益率となる傾向にある。

営業利益率
｀
(平成25年 3月期)の 比較

北総鉄道社 京成電鉄 東急電鉄 京急電鉄 」R東 日本

34.0% 9.4% 5、2% 6,2% 14.9%

*北総鉄道社以外は平成25年 8月期の各社決算短信から作成

もっとも、北総鉄道社においては、金利の低下や債務返済のリスケジュールなどにより

近年、必要な資本費負担相当額は減少していると考えられるが、依然として、同社は非常

に高い営業利益を保つている。そのため、現在の利益水準が適正な利潤といえるか、疑義

があるものと思われる。

北総鉄道社における営業利益率の推移

Hll H12 H13 H14

31、8% 35.4% 36.7% 36.6%

H22 H23 H24 H25

33,1% 32.3% 31.4% 34,0%

3.沿 繰開発及び人口動向

千葉ニュータウン事業は、計画当初は入居者 34万人と、非常に大規模な開発が予定され

ていたが、数国にわたり開発規模が縮小され、建設期間が延長された。また、千葉ニュー

タウン入居実績は、平成 25年 5月 末時点において 93,511人となっており、計画人日の

143,300人と比較し、大幅に下回つている状況となつている。

北総鉄道社もこの影響をうけ、当初の見込み運賃収入の低下が高額の運賃設定につなが

り、その影響で千葉ニュータウンの人口増加が進まないという負のサイクルに陥った。

とはいえ、入居開始の昭和 54年時点での人日は約 5千人であつたが、計画が見直された

昭和 61年時点では約 2万 8千人、平成6年時点では約 6万人、平成 25年現在においては

9万 人を超え、堅調な増加を示しているのも事実である。

平成 22年 国勢調査の過去 5年間での人口増加率においても、白井市の全国 6位 (全1728

市区町村中)、印西市の同 24位 といったように全国的に見ても人口増加が大きな地域とい

える。

千葉県企業庁 (以下 「千葉県」という。)と都市再生機構 (以下 「LFR」という。)は 既に、

10



平成 26年 3月 31日 をもつて千葉ニュータウン事業を完了すると発表しており、ニュータ

ウン開発事業による今後の人口増はあまり期待できない状況である。

しかし、東洋経済が毎年公表している全国の市を対象にした 「住みよさランキング」に

おいて、印西市が平成 24年 、平成 25年 と連続で全国 1位に選ばれたように、同地域はポ

テンシャルをもつており、今後のまちづくりの在り方が、市民および沿線自治体において

検討すべき重要な課題だと考えられる。

ヽ
N  ′

T‐4'イ「F
輸

1志′4
・
き ′

ゴ′

<千 葉ニュータウン開発の沿革>

昭和 44年 ‐事業着手。当初の計画人口は 34万 人。

昭和 53年 ・事業に宅地開発公田(現在のLIR都市機構)が加わる。

昭和 54年 北ヽ総線 (北初富駅 ‐刀ヽ室駅問)開 業。西白井 ・小室エリア入居開始。

昭和 59年 ‐千葉ニュータウン中央駅開業。ニュータツン中央エリア入居開始。

昭和 61年 ‐事業計画変更。計画人日17万 6,000人。計画面積約 1,983ヘクタール。

平成 6年  ち 印西牧の原 (原・面の原)エ リア入居開始。

平成 7年  ‐ 印西牧の原駅開業。

平成 12年 と印藩日本医大 (いには野)エ リア入居開始。

平成 12年 ヽ印態日本医大駅開業。

平成 22年 ‐印落村および本埜村が印西市に編八合併。

平成 22年 '成 田スカイアクセス線開通。

平成 25年 ‐事業計画変更。計画人口14万 3,300人。

平成 26年 3月 31日 '事 業完了予定。



4.過 去の損益、財務、キャッシュフローの状況

① 損 益の状況

北総鉄道社の損益の状況は以下の通りである。

(単位 :千円)

P/L ２Ｓ

Ａ

Ｈ ２４

Ｒ

Ｈ H253

0

前期比

C―B

営業収入 15.166.603 15、426.136 15.922.517 496.381

旅客運輸収入 14845153t 1ク01610 11,618`76g 327(155

定期運賃
宇期外遷督

7.000,176

4R4氏 R Ftn

6,596,091

とAO民氏lR

61704,667

4914098

103,576

218580

線路使用料収入て京成雷較) 94717: 1449903 154179E 91895

軍輸雑娘 2373891 2634,622 2 761 9St 77333

負担金収入〈千葉NT鉄道)
業務受託手数料収入(京成電鉄)
自治体負担金収入
駅共同使用料(新儀ヶ谷)
土地物件貸付料
広告料
揺内営業料
手命 怖

1,2661526

373,081

205,499
‐ 97,242

2 1 1 1 5 1 9

79,016

60,779
Rn,9景

1,3451756

499,214

300,000

95,364

216,651

08,640

57.080

1 0 1 9 1 5

1,319,505

612,703

300,000

33.593

226,483

72,194

54.462

93012

△26 1 2 5 1

1'3μ89

0

△ 11,771

9,832

3,554

A2,618

AR 6nR

営 曇密 10_262.2a3 10577_193 10、509.918 △ 67275

車尾営業脅 9758272 10.085662 10029732 △ 5588C

人件費
修緒費
動力費
鉄遺線路使用料
リース料
車康使用料
その他の経費
講税
簿 雨 植 納 書

2,078,271

1,0311226

403,493

2,217.758

475,317

175,000

6,4,960

317,407
,444 Rttn

2,053,447

11243,540

493,767

2,163,658

393,194

175,000

672,767

481,743
クanR馬ムと

2,039,344

1,1871435

603,865

2,240,877

294、101

175,000

709,216

448,550
,■クn■R9

△14,103

△56)105

115,098

77,2 9ヽ

△ 99,093

0

36,449

△33,193

△8 2 1 5 5
―-38宅事ヨ四宅野 503`961 491.531 48013C △ 11.395

営 圭 粛l棒 4904.360 4848943 5412598 563.655

営 韮 外収 林 190292 59_705 61437 1_732

受取利息及び配当金
みの補の貫∇林

31,992

158、299

５

４

△ 1,897

負企■0

営業界費用 1509_388 192408 10814S3 △ 110055

支払利息
子の4t tの書 用

1,290,567

218800

1,1721466

19_941

1,065,184

16269

△107,282
A  R A 7つ

揮 常 漁1奉 3,585.293 3.716.239 4392.582 676343

特 狩1和1番 16868.990 3380 2_854

工事負担金受入題
チの納特珊粛1林

15,9271367

141.622

526 3,330

特Bll垣失 15738887 5'6 21055 20.529

固定資産圧縮損
韓豊娼 牛

15,692,251

46 ARA

17.674

n ttR6

17,148

R AFtn

統引前 当期控 利益 3.915.396 3716.239 4374、 907 6534668

法人税等計 1.752.545 1.542.529 1,706.740 164、211

法人税、住民税及び事業税
妹人詳筆調整短

1】804.813

2 5ゝ2267

1,511,41e

3 1 1 0 C

1,6991040

7699

1371621

△23410

当期純利益 2162ム a50 2_173_710 2668167 434、 457

12



② 財 務の状況

北総鉄道社の財務の状況は以下の通りである。

(単位 :千 円)

B/S H233

A

H243

B

H25.3

6

前期比
G―B

流動資産 8_914^819 7=301,894 8.885、451 1.583.557

現金及び預金

未収運賃

未収金

貯蔵品

繰延税金資産
みの袖n輪 動省港

975,302

590,584

1,219,317

123,418

204, 4ヽ4

5801552

775,061

650.478

1,172,720

126,491

173,034

4404ヽ 87

879,221

690.412

1,3041756

119,800

165,334

氏7,耳 9,4

104,160

39,934

132,036

A6,691

A7,700

132181,

画貯督薄 92093.508 91_013_271 89_744ヵ 658 △ 1,268,613

を形 間や 哲 法 86ィ988398 85643551 8530426g △ 344288

土地

建物

構築物

車両
子の4b

39r714,927

31997,653

41,116,089

3881920

1、770.806

391717.166

3,717,054

401005,374

5811135

1.627320

39,6991441

3,530,133

39,3041528

521,002

2249.157

A17,725

△ 186,921

△ 7001846

△ 60,183

621337

無形固定資産 5.087.245 4667.002 4.4'7.414 △249.58[

建設仮勘定 171863 6971717 221980 △ 674.737

資産の部合計 101,008,326 98.31 St1 65 98、630.109 314。944

B/S H233

A

２４

Ｂ

Ｈ ２５

０

Ｈ

流動色宿 10393.716 8.294.439 8439、 217 144_778

短期借入金
一年内リース債務
未払金

未払消費税等
未払法人税等
未払費用     ″
預り連絡運賃
預り金
前受運賃
前受収益

賞与引当金
一年内資産除去債務
災害損失引当金
孝n納 a林 動 亀倍

738,300

158,657

6,124,620

363,127

1,030,285

116,304

582,019

12,065

11052,402

44,256

7 1

４

５

６

４

２

４

785,100

197,474

4,510,467

110,007

7591369

112・854

597,869

11,196

',024,233

221323

142,017

21,500

24

784,450

164,148

4,501,018

40,077

975,944

107,363

617,549

11・172

11063,317

281553

144.660

豊氏7

△650

△ 33i326

A9,449

△ 691330

216,575

△ 5,486

191680

A24

39,034

6,230

2,643

△21,500

0
0貧魚

固宇色宿 33682_403 90_914_310 88_416_808 △2.498,602

長期借入金

リース債務

長期未払金

退職結付引当全

役員退職慰労引当金
子の輸の簡や亀唐

19,566,300

411,135

711353,021

21098,711

36,940
'1月70A

Ⅲ9,257,950

471,313

68,760,144

2,200,163

23,200

,at AR9

19,403,500

282,507

66.191,422

2.286,011

26,350

,9n itA

145,550

△189,306
'△
2,568,722

85,848

3,650

24_977

自 信 104_076.120 99209_249 96856_025 △ 2_353_224

険キ督水 △3_067.793 △ 894083 1774083 2_663166

資本金
剤林お1全金

24,900,000

△27967793

24,900,000

△25794033

24,900,000

A23125_916 2668ム 16,

範奮態 △ 3_067,793 △894_083 1_774卜 033 2668_166

自宿 及び知 琶 産 の都 合 計 101.003.326 98315,165 98_630、 109 314_944
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③ キ ャッシュフロエの状況

北総鉄道社のキャッシュフローの状況は以下の通りである。

(単位 :百万円)

H23,3

A

H24.3

B

H25.3

C

前期比
n― R

現金及び預金の期首残高 721

15,754

152

976

1 6 , 1 1 8

島0

775

16,787

54

△201

669

4

営

業

キ

ヤ

ツ
シ

ュ
フ

ロ
ー

収

入

営 業 収 入

営業外収入

計 15r906 16,168 16.841 673

支

出

費

費

金

等

筆

件　税郎婦

人

経

諸

支

携

2,233

5,256

469

1,301

11481

2,291

5,395

1,123

1,174

1,863

2,264

5,517

948

1,073

1.567

△ 27

122

△ 175

△ 10 1

△ 29 6

計 10.740 11.846 111369 △ 477

営業キャッシュフロー合計 5,166

1,944

904

4,322

0

570

5,472

12

402

1,150

12

△ 168

シ設

ュ備

フキ

ロ ヤ

1ッ

収

入

受 託 工 事
子 の 統 】口入

計 2.848 570 414 △156

支

出

設 備 投 資

その他支出

1,620

2.538

926

459

1,493

440

567

A19

計 4‐158 可.385 1,933 548

設備キャッシュフロー合計 △ 1.310 △ 8 1 5 △ 1,519 A704

フリーキヤッシュフロー合計 3.866 3,507 3.953 446

財
務

キ

ャ

ッ
シ

ュ
フ

ロ
ー

金

金

収

入

入

回

借

借

金

期

期

託

長

短

寄

510

80

1.100

480

80

1,200

０

０

０

９

８

８ 410

0

△ 1,200
工
Ｆ 1.630 1,760 970 △790

長期借 入金 返済

短期借 入金 返済

鉄道・運輸機構未

リース債 務 返 済

寄 託 金 預 入

773

80

4,299

139

0

742

80

4,451

195

0

746

80

2,456

237

1.300

4

0

△ 1,995

42

1,300

計 5.291 51463 4.819 △649

財務キャッシュフロー合計 △3.601 △3,708 △3,849 △ 141

キャッシュフロー 合計 255 △ 201 104 305

現金及び預金の期末残高 976 775 879 104

14



5,債 務償還状況

① 京 成電鉄社以外からの借入 (譲渡代金未払金)一 覧

北総鉄道社から千葉県及びL「Rに対する債務償還状況は以下の通りである。

企業庁、UR

年度 景 舎 利 息 年呑11 予 粕1計 残 高

23 431750 10.000 53.750 10.556.242

24 87.500 31.736 0.30% 119,236 10,468,742

25 131260 46531 命449r 177.831 10,337.492
●
４ 175t000 60743 0.59% 235.743 10.162_492
０
こ 220.333

｀
74994 0.74% 295.827 9_941_659

273,333 105.674 1,06% 379.007 9.668.326

29 325,333 136.223 1.41鴨 462,036 9,342.493

30 378.333 157636 1.60% 535,969 8.964.160

31 430.833 169.233 1.89路 600.066 84533.327

32 485.833 181,881 2.13% 667.714 8〔047.494
ら
０ 485,333 171,43C 2.13% 657.263 7.561.661

34 485333 1601979 2,13% 646,312 7.075.828

35 435、333 150、523 2.13% 636.361 6,589t995

36 485.333 140.076 2.13% 625.909 6.104.162

37 485833 129_625 2_12寛 615.458 5.613.329

38 485.833 119_174 2.12X 605,007 5.132.496

39 435.833 108_723 2_12既 594.556 4.646,663

40 4854833 98.271 2.11% 5g4.104 4,160,330

41 485.833 87.320 2.117 573.653 3.674.997

42 485,333 77:369 2.11% 563.202 34189.164

43 485883 66918 2.10貿 552,751 2,703.331

44 4854833 56、466 2.09貿 542.299 2,217,498

45 485,833 46、015 ０
０
（
Ｕ
２ 531.348 1.731.665

46 485,333 35.564 2,05% 521397 1.245.332
方
竹 4421083 25,233 2,03% 467.366 803.749

48 345.333 15_685 1,95既 361,513 457.916
方
■ 249.583 8.476 1.85% 258059 208.333

50 153.333 3.734 1.79% 157_067 55,000

551000 1.100 2,00% 56.100 0

10.599,992 2.477.937 13.077.929
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北総鉄道社から鉄道運輸機構に対する債務償還状況は以下の通りである。

鉄道運輸機構 (P線 償還 )

年度 元金 和息 年利 元利計 残高

23 0 69,770,000

24 2,491,563 905,854 1.30% 3397、417 67_278ハ437

25 2.524.309 873.107 1,30% 3.397.416 64.754.128

26 2.557,486 839,931 1.30% 3397_417 62_196.642

27 2=591.099 806.318 it3096 3.397,417 59.605,543

28 2.625と153 772.263 1.30% 3397.416 56.980.390

29 2.659.655 737.761 1.29% 3,397,416 54,320,735

30 2.694.611 702.806 1.29粥 3.397.417 51.626.124

31 2.730,026 667391 it29弘 3_397417 48_896.098

32 2,765.906 631.510 1、299t 3.397.416 46.130.192

33 2_802_259 595.158 1.2991 3.397“417 43.327.933

34 2,839.088 558,328 1.29% 3,397,416 401438,845

35 2.876.402 521.014 1.29% 3.397.416 37.612.443

36 2,914,206 483,210 1.28% 3,397:416 34.698.237

37 2.9521508 444.909 1.23% 3.397.417 3キ.745.729

38 2,991.312 406.104 1.28% 3.397.416 28、754.417

39 3.030,627 366.790 1.28% 3.397.417 25,723.730

40 3.070.458 326.959 1.27% 3.397.417 22.653.332

41 3.110,813 286.604 1、27% 3,397,417 19.542.519

42 3.151.698 245ぉ719 1.26% 3.397.417 16.390.821

43 3,193,120 204,296 1.25% 3‐397.416 13.197,701

44 3.235.087 162.330 1.23% 3.397.417 9.9624614

45 3.277,605 119.811 1.20% 3,397,416 6,685,009

46 3,320.683 76,734 1.15% 3.397.417 3.364,326

47 3.364.326 33.090 0`98% 3397.4ヽ 6 0

48 0 0

49 0 0

50 0 0
氏
ｕ 0 0

69.770_000 1767997 814537、997
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② 京 成電鉄社からの借入一覧

京成電鉄社に対する債務償還状況は、決算書からの推計によると以下の通りである。

北総鉄道社は京成電鉄社に対する債務を有する一方で、北総鉄道社の余■ll資金 57億円(平

成 25年 3月末残高)を 京成電鉄社に寄託しており、北総鉄道社の資金繰りに応じてこの寄

託金の預入れ又は受戻しを行つている。いわば、親子会社間で資金の融通を柔軟に行って

いる状況といえる。

したがつて、京成電鉄社からの借入については 「III 運賃値下げシミュレーション」に

おいて考慮していない。

位 1手間

京成電鉄
年, 元金 利息 年利 元末|1計 残 高

23 0 9,446,800

24 218.300 89.000 0,94弘 307.300 9.446_80C

25 213.300 89,000 0.9406 307.300 0.228500

26 213,300 86.943 0,94% 305,243 9と010.200
０
４ 218.300 84,387 0`94% 303.187 8.79:マ900

28 213.300 82.830 0.94% 301133 8,573,600

29 218.300 80.773 0.94% 299.073 8.355。300

30 218.300 78.717 0.94% 297.017 8.137.000

31 218300 76.660 0,94% 294,960 7.918.700

32 218.300 741603 0.94% 292.903 7,700,400

33 213300 72.547 0.94銘 290847 7.482.100

34 218.300 70.490 0.94% 288.790 7.263,800
う
０ 218.300 63.434 0.04% 286、734 7.045.500
つ
０ 213300 66.377 0.94% 284コ677 6,327.20C
●
じ 213.300 64.320 0_94% 282.620 6_603490C

38 218.300 62.264 0.94% 280.564 6、390、60C

39 218.300 60,207 0,94% 278.507 6、172.300

4C 213,300 58.150 0494% 276.450 5.954.000

41 218.800 564094 0494% 274。394 5,735,700

42 218.300 54.037 0.9491 272.337 5.517.400

43 213.300 51.980 0,94% 270t280 5.299.100

44 213.300 49.924 0`941t 268.224 5.080.800

45 218て300 47,867 0.94% 266.167 4.862.500

46 218300 45810 0.94γ 264.110 4.644.200

47 218.300 43.754 0.947 262.054 4,4251900

48 213,300 41.697 0,94解 259.997 4.207.600

49 218,300 39.641 0.9416 257.941 3,9898300

50 218.300 37.584 0、94% 255884 3,771.000

51 218300 35、527 0.94解 253.827 3,5521700

6.112.400 1.770.118 7882.518

一
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tIII 運賃値下げシミュレーション

本章では、現状の経営状況が維持されることを前提として、運賃値下げ幅について複数

のパターンを想定したシミュレーションを実施し、北総鉄道社のキャッシュフローがどの

ように変化するか、また、キャッシュフロT上 、どの程度までの運賃値下げに耐え得るか

を明らかにしていくこととする。

1.前 提条件と基準とする業績

① 前 提条件

本シミュレーションにおいては、北総鉄道社及びその親会社である京成電鉄社からの資

料提供についての協力が十分ではなかったため、公表資料等を含めた限られた入手資料の

中から、以下の前提条件を仮定して試算している。

② 基 準業績の試算

本シミュレーションは、平成25年 3月期の実績に基づいて試算することとしている。し

たがって、まず、平成 25年 3月 期の損益計算書をベースに、既に実施している平均 4.6%

の運賃値下げ及び沿線自治体からの補助金収入がなかったものとした場合の損益計算書に

組替し、当該組替後の損益計算書を 「基準業績」としている。

「基準業績」= 平 成 25年 3月期の損益計算書十既に実施されている運賃値下げによる

減収額―沿線自治体からの補助金 8億 円

(前提条件)

・運賃の値下げについては、一定の害!合で増客に寄与するものと考えられるが、本シミュ

レーションにおいては、保守的に運賃値下げによる増客はないものと仮定している。

。今後の資金収支の前提は、本来、北総鉄道社の長期事業計画に基づき試算すべきと考え

られるが、本件においては、北対協から北総鉄道社に対し長期事業計画の提出を要請した

ものの、同社からは、当該資料の開示の協力が得られなかった。したがつて、収支計算の

前提となる損益計算書は、平成 25年 3月 期の決算実績を採用しており、当該損益状況が今

後も継続すると仮定して試算している。

。物価上昇率はゼロと仮定している。

。今後の消費税の増税については、考慮外としている。

・各期の設備投資は、北総鉄道社から長期設備投資計画が開示されていないことから、過

去 5期 の設備投資額の平均値を採用している。
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H25.3期

実績
値下・補助金なし
の場合の調整

調整後の業絵
=基 準業績

旅客運輸収入

その他収入

営業収益 計

営業利益

経常利益

支払利息キ

減価償却費キ

EBITDA(呑J払前償却前利益)

法人税等
(実効税率)

利払い前営業キャッシュフロー

設備争 ッシュフロー(中)
利払い前フリーキヤッシュフロー

11,618,765

4.303.752

556,036
-300000

12,1741801

4003.752

15,922,S17

5,412,598

4,392,582

1,06S,184

2.357_688

256,036

256,036

256,036

16,178,553

5,668,634

4,648,618

1,065,134

2357608

7,815,374
-1,706,740

40%

256,036
-531,818

40%

8,071,410
-2,238.558

40%

6,103,634
-1537000

-275,732 5,832,352
-1537000

4.571.634 -275782 4,295.852

(*)設 備キャッシュフローの前提について

北総鉄道社から長期設備投資計画が開示されていないことから、一定の仮定の基にシミ

ュレーションせざるを得ず、基準業績における設備キャッシュフローは、過去 5期 の設備

投資額の平均値 1,537百万円/年 を採用している。

なお、過去 5期の設備投資の推移及びその内容は以下の通りとなっている。

19



2′500

2,000

1,500

1,000

500

0
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2.運 賃値下げシミュレーション ,

運賃値下げシミュレーションにおける運賃収入額については、通勤定期運賃、通学定期

運賃、普通運賃の区分ごとに値下げ率を設定し、当該区分ごとに運賃値下げ額を計算して

いる。

したがって、まず、各区分の運賃収入額 (平成 25年 3月期の実績数値)を 把握する必要

があるが、当該運賃収入額の実績データについては、北総鉄道社からの 「】L総鉄道運賃値

下げ支援補助金実績報告書Jに よると、以下の通りとなっている。

① ケース別の運賃収入試算

ケースAで は、まず現在合意している平均 4.6%の値下げを補助金なしで将来にわたつて

継続した場合を想定している。

ケースBで は、北総鉄道社の運賃水準を、利用者の理想と考えられる私鉄なみの運賃水

準である 50%値 下げをした場合を想定している。ケースBは極端な例ではあるが、理想と

現実のギャップが資金収支上どの程度あるかを把握するために試算した。

ケースCは 、利用者における運賃値下げ要望が特に強いと考えられる通学定期を優先的

)

種別

値下げしない場合の運賃収入額
(実績値)

値下|ずした場合の運賃収入額
(実績値)

値下げによる減収盤
(実績値)

値下率
(実績値)

A B C=AttB C/A

ほ勤定期運賃 6.062.919 5996.22' 66,892

阻学定期運賃 944.587 7084犯 236.14,

旨盤運賃 5,167.295 4,914098 25319,

合計 1217480, 1000獄 11618763 556.036

北総鉄道運賃値下げ支援補助金実績報告善(平成25年4月18 成

運賃減額幅については、以下4パ ターンでシミュレーションした。

●ケースA

●ケースB

●ケースC

●ケースD

現状維持モデル

(通勤 1.1°/c、通学 25.0°/6、普通 4.9%、平均 4.6%値下げ)

全てを私鉄並み運賃水準まで値下げ            ｀

(通勤 50%、通学 50%、 普通 50%、 平均 50%値 下げ)

通学定期のみ私鉄並み水準まで値下げし、その他は現状維持

(通勤 1,1%、通学 50.00/0、普通 4.9%、平均 4.6%値下げ)

通学定期のみ私鉄並み運賃水準まで値下げし、その他はキャッシュフロー (C

F)上 可能な運賃水準まで値下げ

(通勤 6.6%、通学50.0%、普通6,6°/o、平均 10%値 下げ)

９

一



に私鉄並みの運賃水準である 50%値 下げする下方で、その他の通勤定期、普通運賃は現在

合意している通貨水準のまま据え置きするモデルである。

ケースDは 、ケTス Bと ケースCの 折衷モデルであり、通学定期を優先的に私鉄並みの

運賃水準である 50%値 下げし、さらに、その他の通勤定期、普通運賃についても、キャッ

シュフロー上、可能な範囲まで引き下げするモデルである。

各ケースにおける、運賃収入の試算結果は、以下の通りである。

各ケースの運賃収入比較歳

（Ｅ
＋
け想
さ
）
く
喜
報
翌

11′00●,000

12フ008,000

10,00tli搬

8rじひ91側

6r938,008

■,003,003

Pin齢,ぼ鴻

生主押 |  々 ―スA    4コ ース9    つ ―ス●  l  Ⅲ ―ヌ〕  |

陣 寸
=前 扇

一

十
4出 確8  4策 神 3  靭 4碑 8~   |

呼  「F巧i53デ
~1 70S′′r9十一- 17■194~~~孫2,194~1

L聖 試 ―車 一 重望 貿 ユ   3,∝ ■150   5,99t227 1

イア2,拶幻

5′652,ブるる
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値下げしない場合の運賃収入鎖
(見積lE―基準運賃収入)

値下げによる減収韻
(見積値)

値下げしない場合の運賃収入額
(見積体 基準運賃収入)

値下げによる減収霞
(見積値)

値下げしない場合の運賃収入韻
(見積値=轟華運賃収入)

値下げしたIB合の運賃収入額
(実績値)

値下げによる減収韻
(見積値)

値下げしない場合の運賃収入額
(見薇4tL~基準運賃収入)

値下1すした場合の選質収入額
(実績値)

② 各 ケースの利払い前フリーキャッシュフロー試算

各ケースの資金収支を分析するにあたって、各ケースにおいて債務返還及び利払い余カ

がどの程度あるかを試算するため、その指標として有用であるフリーキャッシュアロー1を

試算した。

各ケースにおける、利払い前フリーキャッシュフローの試算結果は、以下の通りである。

1フ リーキャッシュフローとは、企業が自由に使うことができるキャッシユのことであり、
フリーキャッシュフローは、本業のキャッシュフローから現状維持に必要とされるキャッ
シュフローを差し引いたものをいう。一般的に、次の算式で求められる。営業利益 X(1
-実 効税率)十 滅価償却費一設備投資運 転資本の増減額

(注)本 シミュレーションでは、運転資金の増減は考慮外としている。
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1匪要襲豆 ユ6.178,S5ユ

1型 里 里

各ケースの営業収益・フリー拘 シュフロ十比戦表

iaoЮo′o99

1年駅詢′0齢

11,靭阿 "は以)

1,,ano′ rl・●3

1D,じ00,099

品ァD点 .109

も,938,u」 ひ

と.働歓乳rtn3

2,帥 0,的 D

ャ,,シュフロー

芸査ポ犠
〔忙引き奪す)

ケースA:

現'犬ネとす寺

す ヌb i生

てを1あ隷市内

迂蒼水準まで

値
~=riフ″

ケースニ:正

学走期のみ私

鉄予鳥水準ま

で値す(デし、

その他lJ規状

縦=手

ウ 'AD!運 |

覇丘督豊雀致 |
年まては下|ず |

営軸  |

這資水牛まで |

十 ~― 一一―+――
1   15,622.5■7 10,い1,15〕 1 15,ユ筑 す 1

3′36],532 447f鈍o  1 3f32え 539

基準業績
(値引きなし)

ケースA:
現状維持

ケース8:全てを
私儀並み運賃水
準まで値下げ

ケースOi通学定
崩のみ私鉄並み
水準まで値下げ
し、その他は現状
維持

ケースDi通学定
期のみ私鋲童み
運賃水準まで値
下げし、その他は
CF上可能な運賃
来塗=存楯下rギ

派客運珊収入

その他収入

営業収蓋 計

営業利益
税引前当期純利養
支払利息+

滋価償却費+
EBITDA(利払前償却前利益)
法人税等
(実幼殺率)
利払い前営業キャッシュフロー

設備キャッシュフロー

4tll払い節フリーキャ・ッシュフロー

12.174,80,

4003752

11,613,765

4003752

6,087,401

4003752

11,382,619

4 an魚亨耳ク

10,961,313

4003752
16)173,553

5,663,634

4,6481618

1,065,134

ク負キ,An食

15,622,517

5,112,598

4,092,S82

1,0651134

2357608

10,091.153

-416,767

-1(438P83

1.065,184
ク 負キ,An白

15i386,371

4,876,452

3,356,436

11065,184

2357608

14,965.00S

4,455,146

3,435,130

11065,134
ク々 7ヽ AnFl

8,071,410
-2233)558

40Ц

7,S15,374

-2014742

4●q

1,984,016

0 -1,919688
81857,922
-1750104

5,832,352
-'537000

5,500,632
- Sヽ87003

1,984β10
-1537000

S,350,539
-1 5a766a

5,107,818
-1537000

4295852 3_968632 447010 で_82253〔 357081電

③ 各 ケースの資金収支試算

本項では、前項で試算したフリーキャッシュフローから、北総鉄道社が債権者と現在合

意している条件での債務償還及び利払いの額を差し引いた場合の将来の資金収支が、各ケ
ースにおいてどの程度になるかを試算した。
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各ケースにおける、将来 (平成 51年度まで)の 資金収支の試算結果は、以下の通りであ

て) 。                                   ′

●ケースA t現状維持モデル

(通勤 1,1%、通学 25.0%、普通 4.90/0、平均 4.6%値下げ)

（Ｅ
■
的翌
球
）

5′000,000

4,500,000

4,側0,000

3.59α000

■″mo,ooo

2′509000

2,000,000

1′50,000

■,000,∞0

500,000

ケースA一 資金収支の推移

|

25 27 29 31 33 35 37 39 41 43 45 47 49 5ユ

一―フリーCF

元利返済必要 cF

― 資金収支

ケースA一 現預金残高推移
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ケースA:現 状維持(平均4,6%値下げ)
:T

年度 フリーCF 岳利返済必要CF 資金収支 現預金残高

25 6,5791221

26 4,571,634 3.272,890 1,298‐744 7.877,965

27 3,963.632 313401719 622.913 8.500.877

28 3.963.632 3.425.248 538,384 9039.261

29 3,9631632 3.509.878 453,753 9‐493,014

30 3,963,632 3.589,209 374,423 9,867,437

31 3,963,632 3,662,833 300,798 10.168`235

a2 3,9831632 3,739,774 2231858 10,392,093

33 3.963,632 3・748.045 215.587 101607,680

34 3,963.632 3)756.505 207.127 10,314.807

35 3,963,632 31765.160 198.472 11.013,278

36 3.963.632 3.774,011 189,621 11、202.899

37 3.963.632 3,783.061 1801570 11.383t470

38 3.963.632 3.792.312 171.320 11.554.790

39 3,963.632 3,801,768 161、864 11,716‐654

40 3,963,632 3,811.429 152,203 11,868.356

41 3,963,632 3.821,300 142,331 12,01 lf1 88

42 3,963,632 3,831,384 132‐248 12,143,436

43 3,963,632 3,841,681 121・950 12.265、386

44 3,963.632 3.852,198 111.434 12.376.820

45 3,963,632 3.862.934 100.698 121477.519

46 3.9631632 3.873.895 391737 121567.255

47 3,9631832 3.841.433 122.199 12.689.454

48 3,963,632 355244 3.608.388 16.297.842

49 3,963,632 254,669 31708,963 20,006,805

50 319631632 155,573 318081058 231814・864

51 3,963,632 551660 34907.972 27,722,335
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|

●ケースB:全 てを私鉄並み運賃水準まで値下げ

(通勤 50%、 通学 50%、 普通 50%、 平均 50%値 下げ)

ケースB一現積金残高推移
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ケースB:全 てを私鉄並み運賃水準まで値下げ

年度 フリーCF 花利返済必要Cf 奮金ItR支 現預金残高
25 6.579.221

26 4ど571,634 3.272.390 1.298.744 7,877.965

27 4471010 3,340,719 -2,393(710 44984.255

28 447.010 3,425,248 -2,978.239 2,006,016

29 447.010 3.509,878 -31062.869 -1,056,853

30 447.010 3.589,209 …31142.200 -4(199,052

31 447〔010 3.662,833 -3.215,824 -7(4141876

０
と
つ
じ 447,010 3,739,774 -3,292.764 -10,707.640

つ
０ 4474010 3.7484045 -3301.035 -14.008676

34 447.010 3,756,505 -3309.496 -171318,171

35 4471010 3,765‐160 T3,3181151 -20,636,322

36 447・010 3,774,011 -3,3271001 -23‐9631328

37 447‐010 3,783,061 -3i336,052 -27,299,375

38 447.010 31792,312 -313451802 -30,644.677

39 447.010 3,8011768 -3,3541758 -331999、 436

40 447.010 31811.429 -3,364,420 -37,3631855

41 447.010 3、821=300 -3、374、291 -401738、 146

42 447.010 3.831.384 -31384,374 -44.122520

43 447.010 3.841t681 -3894マ 872 -47、517.192

44 447.010 3.852.198 -3405、 188 -501922、 380

45 447.010 3,862,984 -3,415,924 -54,338,305

46 447.010 31873,895 -3,426,385 ‐571765,190

47 4471010 3.841,433 -31394,423 -61,159,613

48 4471010 355.244 91,766 -61,0671848

49 447.010 254.669 192.341 -60,875.507

50 447.010 155,573 291,436 -601584.071

51 447.010 55.680 3911350 -60.1921721
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●ケースCi通 学定期のみ私鉄並み水準まで値下げし、その他は現状維持

(通勤 1,1%、通学 50,0%、普通 4,9%、平均 6.5%値下げ)

ケースC二現預金残轟推移
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(  ケ ースC:通 学定期のみ私鉄並み水準まで値下げし、その他は現状維持

年度 フリーCF 元利退済必要CF 資金収支 現預金残高

25 6‐5791221

26 4,571,634 3.272.890 1,298・744 7,877,965

27 3.822.539 3.340,719 481‐820 8,359,784

28 3.8221539 3.425.248 397.291 8.757.075

29 3,822,539 3.509.878 312.661 91069736

30 3,822,539 3589.209 233,330 9,303,066

31 3,822,539 3,662,833 159706 9,462.772

32 3,822,539 3739.774 32.765 91545537

33 3,8221539 3,748‐045 74,494 91620,031

34 3,822,539 3,756.505 66,034 9.886.065

35 31822.539 3,765,160 571379 9,743,444

36 3.822.539 3,774,011 48.528 9,791,972

37 318221539 3・7831061 39,478 9,8311450

38 3.822=539 3t792,312 30,227 9.861.677

39 3.822.539 3.801.768 201771 9.882.449

40 3.822.539 31811.429 11.110 91893t559

41 3,822,539 31821,300 1,239 9,894,797

42 3,822.539 3,831,384 -8‐845 9,885,953

43 31822,539 3,841,681 -19,142 9,866.810

44 3.822,539 3,852,198 -29,659 9,8371152

45 3.822,539 3,862,934 -401395 917961757

46 3.822.539 3,873.395 二51.356 9・745,402

47 3.822.539 3(841.433 -18,894 9.726.508

48 3.822.539 355.244 3.467.295 13193!803

49 3,822,539 254,669 3,567,870 16,7611673

50 3,322,539 155,573 3,6661966 20,428,639

51 3ェ8221539 55,660 3,766‐879 24,195,518
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●ケースD:通 学定期のみ私鉄並み運賃水準まで値下げし、その他はCF上 可能な運賃水

準まで値下げ

(通勤 6.6%、通学 50.0%、普通 6.6%、平均 10%値 下げ)

ケースD―現預金残高機移

「
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一 ― 一 一 ― ― ― 一 ― 一 ―

T ―

一 ― ― ― ―

|

|
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お
lα000′0°°

せ 8,的0,Ooo

6′000,000

4′側q000

2,000′000

現預金残高

1

|

ケースD一資金収支の推移
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球
）

5,00q側0
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1,000,000

0

‐1,000″003
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十一元利返済必要C戸
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ケースD:通学走期のみ私鉄並み運賃水準まで値下げし、
その他はCF上可能な運賃水準まで値下1ザ

年度 フリーCF 元 諏t振語 必 要 CF 資金収支 現預金残高

25 6,579,221

2S 4.571.634 3,272.890 1.298=744 7`877.965

27 3.570,818 3.3401719 2301099 8,188,063

28 3,570,818 3,425,248 145,570 8,2531633

29 3.570.818 3,509,378 60,939 8,3141572

30 3.570,318 3.589,209 -18,391 8,296,181

31 3.570.318 3.662.833 -92,016 8.204,166

32 3.570〔818 3.739,774 -168,956 8,035,210

33 3.570.818 3.748.045 -177,227 7.857,983

34 3,570,818 3.756.505 -185.687 7t672.296

35 3,570,818 3.765.160 -194342 7.477.953

36 3.570,818 31774,011 -203,193 7.274.761

37 3,570,818 31783,061 -212_244 7.0624517

38 3.570,818 3,792,312 -221494 6.841.023

39 34570,818 3,801・768 -230,950 6,610,073

40 3.570.818 3.811.429 -2401611 6.369,462

41 3.570.818 3.321,300 二250,483 6,118.980

42 3.570,818 3.331,384 ～2601566 St858,414

43 3.570.818 3.841t681 -270,864 5,587,550

44 3,570,818 3,852,198 -281380 5.306.171

45 3,570,818 3,862,934 -292,116 5,014,055

46 3.570.818 3.873‐395 -303,077 4,710,978

47 3,570,818 3,841,433 -270.615 4・440,363

48 3,570,818 355,244 3,215.574 7,655,937

49 3.570.818 254.669 3.316,149 10,972.086

50 3.570.818 155.573 3,4151244 14.387.331

51 31570,818 55.660 3.515.158 17.902.489

つ
々
つ
じ



3.補 助金ありの場合の試算

前述のシミュレーションにおいて、仮に北総鉄道社に対し補助金 3億 円を毎年継続的に

支出する場合のケースを試算した。

① 各 ケースの利払い前フローキャッシュフローシミュレーション (補助金ありの場合)

各ケースにおける、補助金ありの場合の利払い前フリエキャッシュフローの試算結果は、

以下の通りである。

フロー レ

基準業績
(値引きなし・続
助金なし)

ケースA′:
現状維持

ケースB′:全てを
私鉄並み運賃水
準まで値下げ

ケースC′:通学
走期のみ私鉄並
み水準まで値下
tfb、その他は現
状維持

ケースD′:通学定約
のみ私鉄並み運賃
水準まで姫下げし、
その他はCF工可能
な選賓水準まで値
下げ

廉客連勲収入
補助金収入

その他収入

営業収益 計

営業利益
税引前当期純利益
支払利息キ

滋価償却費キ
EBITDA(利払前償却前利益)
法人税等
(実効税率)
利払い前営業キャッシュフロー

設備キャッシュフロー

和 挑 い蔀 フ1,一キ ャゥう ]_フロー

12,174,801

4 ann?五,

11,618,765

300000
とnn■,stり

6,087,401

301D000

40037馬ク

11,382,619

3801000

466a7亮 ワ

10,961,313

300000

4 6rl■7耳,

16,178,553

5,668お34

4=648,618

1,065,184
分 食氏,An費

15,922,517

5,412,598

4,392,582

1,065,181

235760a

10,391,153

-113,767

-1‐133),63

l  p 6 5 , 1 3 4
クnS7 6nA

15,686,371

511761452

4 , 1 5 6 4 3 6

1,065,194
,R,7 An費

15,265,665

4.755,146

3,735,130

1,065,184
'食,7合n貧

8.071,410
-2.238558

4n町

7,915,374
-21135498

an昭

2,234,010

0

40孫

7,579,228
-2040,キ4こ

と6中

7.157,322
-1 870861

とn呼

5,832.85Z
-153700(

S,679,876
-1587000

2.284,010
-1537000

51538,733
-153700G

5,287.062
,l S37 000

4.205852 414287S 74701C 'OO■733 3750062

庁
十 一 ― ―

告ケースの営業取華・フリーキゃ シュフロー比較去(補助金おり)

1巳OCXl,0∞

150∞′0研

14′0∞,o的

12,000,0∞

10,000,003

8″∞け∞0

6,∞α∞0

4,帥ュ∞0

2′∞qcx10
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基準装禎

(値引きなし・

補助金なし)
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ースBちi全
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15′922,54フ  1  1い 391′lS3

Ｅ
キ
“翌
対

4,95.852  1
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② 各 ケースの資金収支 (補助金 3億円ありの場合)

各ケースにおける、将来の資金収支の試算結果は、以下の通りである。

●ケースA″ i現状維持モデル (補助金あり)

(通勤 1410/9、通学 25.0%、普通 4.9%、平均 4.6%値下げ)

ケースA'キ現預金残高推移

15,000,0備
 「
―

JO,000,0り じ

25,000,0∞

便20″0∞,0013ト 一十一―一
下声
‐―-  4-現

預金残高
皆
~―十~|

/       (補 助金あり)
尊     |

5J000,003汁 ―― ― 一 一 一

|
1

D

25  27  2,  3■   33  35  ヨ ア  39  41  と 3  45  4フ   49  51

乳語齢推募王王王王 T甲
〉

‐

‐

一

‐

‐

！

|

|
|

|
|
|

ケースAイー現海金残高推移

b′側性側0

4′50q御 0

4,000′OCO

3,50q000

霞ユ,開8′御0

″ヤケｒ一よ‥
一 フ リーGF

中車五刊退済必裳GF

― 範 収支

(補助金あり)

ャ亨車資金収支

(補助金なし}

。 |_

25  2フ  23  3■   33  35  37 39 4■  43 ■ 5  47  49  51
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ケースA′:現状維持(平均4Ⅲ6発値下
縮助令あり 縮勤牟なt

年度 フリーCF モ利退済必要CF
資金収支
(補助金あり)

現預金残高
(補助金あり)

資金収支
(補助金なじ)

現預金残高
(補助金なし)

25 6_579.221 6_579221

26 4571634 3.272189C 1.298▲744 7,8771965 1.298.744 7.877,96電

27 4.142、376 3.340.719 302‐156 3.680.121 622、913 8.500t877

28 4.142.876 3,425.248 717.627 9.397,748 533.384 9,039,261

20 4.142.876 3.509.873 632.997 10.030.746 453,753 9.493.011

30 4_142.876 31589,209 553、666 10,534412 374t423 3867437

31 4.1424876 3.662.333 480,042 11.064.454 300,798 10.168.23電

32 4.142.876 3_739.774 403,102 11_467.556 223.858 10.392.093

33 4_142ム876 3.748.04電 394831 11.862.387 215`587 10、607,680

34 4.142.876 3,756,505 386370 121248.758 207,127 108ヽ 4807

35 4142876 3,765,160 377.715 12.6261473 198472 11.013,278

36 4.142,876 3_774.011 363.865 12.995338 189,621 有1.202.899

37 4142.876 3t783.061 359.814 13_355_152 1301570 1383.470

ａ
じ 4.142.876 3.7924312 350.564 13.7051716 171,320 11554,790

39 4.142.876 380176t 341.108 14_046.324 161186イ 11716.654

40 4_142876 3.811.429 331447 14.373,270 152.203 11、868【856

41 4.142、876 3.8211300 321.575 14,699,846 142.331 1210111188

42 4.142.876 3.331.384 311492 15.011,337 132248 12.1431436

43 4Ⅲ142.876 3_841_681 301.194 15312532 121,950 124265.386

44 4_142.876 3.852,198 290.678 15.603,21e 111.434 12_376_82G

45 4.142.876 3.862.934 279、942 15`883.152 100,69B 12.477.519

46 4142.876 31373,895 2d8.981 16152133 89,737 12_567255

47 4、142.876 3841.433 301,443 16.453.575 122_19g 12、689.454

48 4_142876 355。244 3787.632 20.241,207 3.608.388 16_297842

49 4.142.876 254.669 3、8881207 24.129414 31708.963 20,006805

Ｒ
ぜ 4_142.876 155,57g 3.987.302 23,116.716 3808.058 23814_864

51 4.142,876 55660 4,087,216 32.203.932 3_907_972 27.722,83電
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●ケースB々 !全てを私鉄並み運賃水準まで値下げ (補助金あり)

(通勤 50%、通学 500/o、普通 50%、平均50%値 下げ)

ケTス B″一環預金残高推移

2q000′000

0停=1貢戸主
…Q∞0卜空虫浮上翌
静助側卜二 塗
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ツυ′日VF末申

|             ヽ
-43′090′函0トーーーーニー______

|

5 0ン働 0′O C 1 0  1 -‐―

|
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ケースB″一資金収貫の推移
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幹
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報
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ワ1サーCF

…… 元不L返済必要CF

31 33 35 37 39 4■  43 45 47 51   〔 補助金あり)

一  ― ――資金収更

〔補助金をし)
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ケースB′:全てを私鉄並み運賃木率 〔

構勤牟あり 助金なし

年度 フリーCF モ利返済必要CI
資金収支

(補助金あり)

現損金残高
(補助金あり)

資金収支
備 軌牟なtち)

現預金残高

(補助金なし)

25 6.579.221 6.579.221

26 4,571.634 3,272,890 1.298.744 7_877_96こ 1、298741 7.977.965

27 747010 3.340,719 -2593710 5.284.255 ‐2893710 4.984.255

28 747010 3、425`248 -21678.239 2.606.016 -2、978.239 2.006.016

29 747,010 3.509.378 …2762869 -156853 -3062369 -1056853

30 747.010 3.589.209 -2842200 …2(999.052 -3.142、200 -4.199`052

31 747010 3.662833 -2915824 -5914876 -3215824 -7414876

32 747.010 3.739,774 二2.992764 -8.907.640 -31292ャ764 -10.707,640

●
じ 747、010 3.748ム045 -3001035 -11908.676 -3.301035 -14008676

34 747.010 3.756.505 -3tC091496 ―モ4.918`171 -313091496 -17t318,171

35 747_010 3765160 ‐3018151 -17936322 -3318151 -20636322

36 747010 3.774,011 -3027001 -20、963328 -3327.001 -23963、 323

37 747.010 3.783.061 _■ 命na n氏 ? -23999375 -3_336052 -27299375

38 747.010 3`792.312 -3`045302 -27.044677 -3.345(302 …30644:677

39 747010 3_301768 -3054758 …30099436 -3354738 -33999436

40 747010 3.811.429 -3.0641420 …33.163,355 -3(364.420 -37,363855

41 747010 3821_300 -30フ 4291 -36238146 -3374291 -40733″ 146

42 747`010 3.331.384 -3,0841374 -39、322520 -3、3841374 -44てヽ 22、520

43 7471010 3.341.681 -3_094672 -42417192 -3394672 -47517192

44 747.010 3.352,198 -3,105.188 -45.522.380 -3405.188 -50922380

45 747,010 3,862,934 -3115924 -48638305 -3415924 -54338305

46 747.010 3.873895 -3.1261885 -51.765、190 -3、426.885 -57765.190

47 747,010 3.841.433 -3ィ094.423 -54859ィ 613 -3i394.423 -61マ159.613

48 747010 355_244 391`766 -54467848 91、766 -61067848

49 747.010 254,669 492.341 -53.975,50フ 1921341 =601875507

50 747_010 155578 591.486 -53384071 291_486 -60584071

51 747010 55660 691.350 -52.692,721 391.350 -60192,721
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●ケースC″ ;通学定期のみ私鉄並み水準まで値下げし、その他は現状維持 (補助金あり)

(通勤 1.1%、通学 5010%、普通 449%、平均 6.5%値下げ)

ケースC'一現預金残菖推移

3S,000,Oop
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ケースB″:全てを私 峡並み運賃水準
福 勤 舎 あ し〕 補助金なし

年度 フリーCF モ利返済必要Ci
資金収支
(鵜助金あり)

現損金残高
(縮戯金あり)

資金収支
(補助金なし)

現預金残高

(補勤金なし)
6.579.221 6579.221

26 4.571.634 3.272.890 1.298.744 7.877.965 1.298.744 7.877.965

27 747010 3_340_719 -2593710 5284.255 -2893710 4984、 255

23 747.010 3、425`248 -2673239 2.606.016 -2978239 24006.016

29 747_010 3,600,378 -2762869 -156853 -3062869 -1056853

30 747.010 3.589209 -2.842200 -2`999052 -3.142200 -4199052

31 747010 3_662_333 -2915824 -5914876 -3215824 -714141876

32 747.010 3.739t774 =219921764 -8.907【640 -3.292764 -10707640

33 747_010 3_743.045 …3001035 -11908876 -3、301035 一モ4003676

34 7474010 3.756505 -3009.496 -1419181171 -3309496 -17318、 1フ1

35 7471010 3,765,16G r3.018ィ151 -17.936,322 -3,318,151 -201636,322

36 747010 3.774.011 -3027001 -20963323 -3327001 -23963323

37 74701C 3.783.001 千3036052 -23999375 -33a6052 =27299、 375

38 747.010 3.792.312 -3045302 -27=044.677 -3345302 -30644:677

30 747_01C 3,301ャ768 -3054758 -30099436 -3_354758 -33999436

40 747010 3.811.429 -3064420 …33`163855 -3364420 -37363855

41 747_010 31321,300 -3074291 -36233,146 -3374291 -40′733.146

42 747.010 3.831.384 -3084374 -39322520 -3、384374 -44122520

お
ヤ 7471010 3.B41.681 -3ャ094,672 -4214171192 -3.394、672 -47,5171192

44 747.010 3.352,198 -3105`188 -45522380 -3405188 -50922.380

45 747,010 3.862,934 -3,1手5924 -48.638.305 -3.415【924 -541338.305

46 747.010 3.373895 -3126885 -511765190 -3426885 -57765190

力
“ 747,010 3.841.433 -31094423 -54859ィ 613 -3394423 -61159.613

48 747ム010 355_244 391コ766 -544A7R4A 91766 -61067848

49 747.010 254669 492.341 -53.973507 192.341 -60875507

50 747_010 155578 591_436 -53384071 291436 -80.584、071

51 747.010 55660 691`350 -52.692721 391.350 -60192721
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●ケースC″ ;通学定期のみ私鉄並み水準まで値下げし、その他は現状維持 (補助金あり)

(通勤 1.1%、通学 5010%、普通 4.9%、平均6.5%値下げ)

35′om,ooo

3oO∞ ,000

25,000,000

ケースC'一現預金残高推移
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ケースC′:通学定期のみ私鉄並み水準まで値下げし、その他は現状維持

補助金あり 補助金なじ

年度 フリーCF 元利返済必要CF
資金収支
(縮助金あり)

現預金残高
(補助金あり)

資金収支
(補助金をし)

現預金残高
(補助金なし)

6.579.221 6.579.221

457 `631 3`272.890 1.298.744 7、877196〔 1.298.744 7、377、965

4,00 3.3401719 86t,064 8.539102: 4811320 3.3591734

400 3.425243 576535 91115.56〔 397v291 81757.075

4∞ 3(503878 491305 9.607.468 312661 9.069`736

4,00 3.589.209 412.574 01020.041 2331330 9,303106C

4100 783 3、662、833 338、950 043581991 159,70G 9【4621772

4,00 37391774 262000 6621008 82,76t 91545,537

400 31748,045 253738 0874738 74494 9620031

400 3756505 245278 112001G 66034 9_686065

400 783 376S160 236623 1貧 耳合 nRg 5737C 9743444

400 3.774011 227772 1584411 43.528 9791972

4_00 3733061 218722 1803133 3947[ 9 831 4SO

400 3.792312 209■ 71 2.0121604 30.227 9861677

400 3801768 200015 2,2121619 20771 9882449

40 4.00 318111429 190.354 214021973 11.110 3i393.55e

41 4.00 3.321:30C 180、483 2583455 1230 91394179,

42 4,00 783 383138召 170399 2,753,354 -8184S 9、385,95t

4g 4,00 3341681 160H02 2913956 19142 986681〔

44 4.00 3.352(19E 149_58g 3863S41 ―ク3 SSq 0_337152

45 4.00 31862、934 138849 3202391 -40 39E 9、796_757

46 4.00 3,8731895 Ⅲ27,388 3330279 9745462

47 3841_433 160350 3490629 -18894 9,726508

48 400173a 35524々 3646539 3467295 13193803

49 41001.788 254.669 3.747.114 20、884.232 3.567、870 161761.673

40017B3 155573 3346210 24、730492 3、666.966 20428639

4_001783 55660 3946.123 23.676、614 3.766.879 241954518
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●ケースD′ :通学定期のみ私鉄並み運賃水準まで値下げし、

水準まで値下げ (補助金あり)

(通勤 6.6%、通学 50,0%、普通 6。6%、 平均 10%値 下げ)

その他はCF上 可能な運賃

ケースD′一現預金残高推移
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ケースD′:通学定期のみ私鉄並み運賃水準まで値下げし、
その他はCF上 可能な運賃水

縮 断 渋ゑ し】 補助金なし

年度 フリーCF 元利返済必要CF
資金収支
(補助金あり)

現預金残高
(補助金あり)

資金収支
(補助金なし)

現預金残高
〔粘動令なLめ

6.579.221 6.579.221

26 4.571,631 3_272.890 1_298.744 7t877.965 1.298_744 7.877_965

27 3.750▲062 3.340719 409、343 3.287.307 230.099 8.103.063

3.750,062 3.425,248 324.814 8.612.121 145_570 3,253,633

29 3.750、062 3.509`878 240t183 8,852.304 60、939 8.3144572

30 3750062 3_589.209 160.353 9.013.157 -18391 8.296.181

31 31750.062 3,662,333 87,228 9.100.385 ―CJ2 01 6 8_204_166

32 3.750_062 3.739、774 10.238 9.110.673 68936 8035.210

33 3.750、062 3.743.045 2.017 91112.690 77227 7857_983

34 3750062 3.756.505 -6′443 9.106.247 85687 7.672.296

35 3.750.062 31765,160 -15098 9_091_148 94342 7,477.953

3750062 3.774011 -23、949 9.067、199 -203.193 7.274,761
●
● 3.7501062 3.733061 -33000 9034200 -212.244 7.062.517

38 3.750.062 3.792.312 -4225〔 3.931,949 ム221434 6_841,023

3_750_062 3801_768 -51706 84940.243 -230950 6r610,07a

40 3.750.062 3.811.429 -61.367 8,873,876 -2401611 67369.462

41 3,750.062 3本321.300 -71238 3_807.638 -250483 6.118、98て

42 3.750062 3.831.384 -81i322 3.726.315 -260566 5.858,414

43 3.750_062 3.841.631 -91620 3.634.696 -270、864 5.587.550

44 3.750.062 3.8521198 と102136 8.532,560 -281380 54306171

45 3.750_062 3.862.934 -112872 8.419、688 -292ど116 5.014.055

46 3、750.062 3.873.895 -123833 3.295.855 -303077 4本710_978

47 3,7501062 3.841.433 -91371 3.204484 2ヽ70615 4.440.363

43 3.750.062 355.244 3.394,818 1.599.302 3215_574 7卜655_937

49 3_750_062 254.669 3.495_393 15094695 3.316.149 10と972086

50 3.7501062 155,S73 3,594.488 18_689_183 3_415.244 14387331

3750、 062 S5660 3.694.402 22t333.585 3.515,158 17002483

力
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4.補 助金収入がなかった場合の決算書分析 (平成 24年度実績より)

平成 24年度の決算において、仮に補助金収入 3億 円がなかった場合には、以下のような

損益計算書となる。

15i426,196

11,291,610

6,596,091

4口695,513

1,449,903

2,684,622

1,345,756

499,214

380,000

95,364

216,651

68,640

57,030

101.915

-300,000

-300,000

-3001000

営業収入

旅客運輸収入

定期運賃
定期外運賃

縁路使用料収入

運輸雑収

負担金収入(千葉NT鉄道)

業務受託手数料収入(成田アクセス急行)

自治体負担金収入
駅共同使用料(新鎌ヶ谷)
土地物件貸付料
広告料
構内営業料

15,126,136

11,291,610

6,596,091

4,696,S18

1,449,903

2,384,622

1,345,756

95,364

216,651

68,640

57,030

101`915

10,577,193 10,577,193

4.848.943

59,705

25,589

34,115

1,192,408

1,172F66

19,941

3,716,239

526

526

526

3,716,239

1,542,S29

1,Sll.419

-300,000

- 3 0 0 , 0 0 0

- 1 2 2 . 0 1 2

- 1 2 2 1 0 1 2

受取利息及び配当金

その他の収益

営業外費用

支払利患

その他の費用

経常利益
特別利益
工事負担金受入額
その他特別利益

特別損失

固定資産E箱 損
災書損失

税引前当期純利益

法人税等計
法人税、住民税及び事業税

3,416,239

1,420,517

1,389,40

59,705

25,589

34,115

1,192,408

1,172,466

19,941

3.416,239

526

526

2.173.710 -177988 1.995.722

I設 備キャッシュフロー

EE財 務キヤッシュフロー

長期借入金による収入
短期借入金による収入
寄託金の回収による収入

計
長期借入金返済
短期借入金退済
鉄道・選輸機構宗払金退済
リース債務返済

-3,708,000

480,000

80,000

1,200,000

1,760,000
-742,000

-30,000

-4,45100G

―10S,000
-5468000

-3,708,000

480,000

80,000

1,200,000

1,760,000
-742000

-80,000

-4451,000

-195000

-5468000



差引き資金収支
80,000

60,000

46′000

20′000

0

-20′000

-40′C00

-60′030

-30,C海0

, 1 0 9 0 3 D

-120′083

避差引き資金収支

| -140ャ000
ー

仮に補助金がなかった場合には、差引き資金収支がマイナスとなっていたと想定される

ことから、平成 24年度当時の債務返済条件下におけるキャッシュフロー上は、補助金 8億

円め収入は、平成 24年度単年度でみた場合には、北総鉄道社の財務基盤の安定に一定の役

割を果たしていたものと考えられる。

5.結 論

北総鉄道社において、現状の債務償還条件を前提としたキャッシュフロー上、私鉄並み

の運賃水準に引き下げることは、不可能であろう。

しかし、本合意書に定めた値下げ運賃水準 (平均 4.6%値下げ)を 公費 (補助金)負 担な

くして維持することは、キャッシュフロー上、十分可能と考えられる。

また、市民の負担感が強い通学定期部分に関しては、公費 (補助金)負 担なくして、他

の私鉄並みの運賃水準まで値下げ・(50%値下げ)し 、その他の運賃の値下げ水準は変えな

いとすることもtキ ャッシュフロー上可能であり、現実的な措置であると考えられる。

さらに、現状の値下げ運賃水準 (平均 4.6%値下げ)で もキャッシュフロー上の余力があ

ることからすれ'ま、保守的にみても全体的に平均 10%程度の運賃値下げを行うことも可能

と考えられる2。

2平 均 10%の 運賃値下げをした場合には、
一時的に資金収支がマイナスになるが、収支試

算期間 トータルの資金収支はプラスであり、かつ、収支試算期間にわたり現預金残高を50

億円前後維持できることから、
一時的な資金収支のマイナスは財務的に許容できるものと

考えられる。          1
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IV 資本費負担の在り方について

本章では、資本費負担のこれまでの背景と、これをどのように緩和していくのについて

は、他の事例も参考に示していくこととする。

1_背 景

① 重 い資本費負担

北総鉄道社は、千葉県及び LrRに よる共同施行により開発された千葉ニュータツシ事業

の入居者の移動手段における根幹をなすものとして、昭和 54年 、P線 方式という助成制度

を利用して鉄道敷設設備を行い、北初富一小室駅間を I期線として開業された。その後、

京成高秒―新鎌ヶ谷駅をⅡ期線として敷設した。

これらの敷設費用は約 1,141億 円であったが、その全額について鉄道建設 '運輸施設整

備支援機構 (以下、鉄道運輸機構)か らの譲渡対価として返済義務が発生し、平成 24年 度

決算において、未だ約 687億 円もの未償還金が残存しており、北総電鉄社のバランスシー

トに非常に重くのしかかっている。

また、鉄道運輸機構への償還額が年間約 25億 円、支払利息が年間約 9億 円にも上り、北

総鉄道社の経営を圧迫している。

② 利 用者への資本費負担の転嫁

こうした重い資本費負担のもとでは、私企業であれば経営破綻に陥ってしまうはずで

あるが、北総鉄道社は過去数年にわたって黒字決算が続き、平成 24年度決算においては

債務超過も解消された。これは、偏に高額な運賃設定を通じて鉄道利用者にこれらの負

担を転嫁しているためである。

では、こうした資本費は本来誰が負担すべきなのか。

無駄な経費の肖U減などの損益の改善や、利用者サービスの向上などについては、事業

主体である北総鉄道社の経営努力が重要であり、結果に責任を負うことは当然である。

しかし、資本費の問題については、鉄道の公共性、事業の構想、千葉ニュータウン計

画の失敗、当時の鉄道建設助成制度等も勘案することが必要であり、事業主体とその利

用者にのみ責任を負わせることは妥当ではないと考えらえる。
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③ 適 用された助成制度

北総線が建設された当時は、民鉄線に対する公的助成制度はほとんど存在しなかつた。

昭和 47年に創設されたP線 方式は、民鉄線に初めて導入された公的助成制度である。

本制度は、鉄建公団が鉄道施設を建設し、完成後 25年元利均等償還の条件で鉄道事業

者に譲渡し、また、年利 5%を 上回る利子にらぃては、国と地方公共団体が折半して補給

するという制度である。

鉄建公回の資金において建設するため、英大な建設費用を自ら調達する必要がないと

いう″点が大きなメリットであり、北総線も、このP線 制度を利用することで、膨大な初

期投資が必要な鉄道事業を行うことができた。

しかし、25年 という償還期限ほ鉄道事業の公共性とその投資回収期間から考えると短

すぎる点、現在のような低金利の時代においては5%を超える利子補給という助成にメリ

ットがないなどといった欠点が指摘される。

鉄道事業は公共性が高い事業であり、高額な初期投資が必要であるが、収益性は低く、

投資回収期間が非常に長いため、全額を鉄道事業が負担するP線 方式を始めとした方式

では、建設コストの負担が長期にわたり重くのしかかってしまう。そのため、その後の

鉄道建設事業においては様々な助成制度が整えられてきた。

○事/11J(ニュータウン鉄道等整備事業費補助制度)

公共事業者や第ニセクター (公共事業者の害1合が 50%以上)が 行うニュータウン鉄道と空

港アクセス鉄道の建設に対し、事業費の
上部を補助するもの。国の補助率はニュータウン

鉄道が補助対象経費の 15%、空港アクセス鉄道が補助対象経費の 18%。

対象事例)成 田新高速鉄道繰、仙台空港線、京阪奈新線など

北総鉄道社はこうした支援策を受けることはできなかったが、P線 方式を補う意味合い

もあり、鉄道運輸機構や千葉県、URに よる追加の支援策が継続的に行われてきた。
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区 分 内容

第千次支援

(昭和60年 ～)

(リスケジューリング)
・鉄建公団:元利返済猶予 132億円につき5.5年間
(出資)
・県企業庁:2億円
・住都公団:7憶5千万
コ京成電鉄:19億円

(融資)
口京成電鉄:20億円

第二次支援

(平成3年度～)

(出資)
・県企業庁:20億円
・住都公団:20億円
口京成電鉄:25億円

(負担金)
=県企業庁i80億円
・住都公団:80億円
(融資)
・京成雷慾:lol権円てH15☆で継綜)

④ 北総鉄道社に対する主な支援の経緯

このように、これまで北総鉄道社に対しては、様々な支援策が講じられており、資本

費負担の軽減に寄与してきたが、とはいえ現在でも多大な利息の支払額と元本の返済に

より経営が圧迫されている状況は続いている。

第二次支援

(平成7年度～)

(リスケジューリング)
・鉄建公団:元本返済猶予 平成6年度から6年間
く出資)
・県企業庁:15億5千万円
・住都公団:10億5千万円
・京成電鉄:57億円
(融資)
:県企業庁:53億円
・住都公団:53億円
B京成電鉄:314煮門

第4次支援

(平成12年度～)

(リスケジューリング)
,鉄建公団i元金返済猶予 平成13年度から3年間

償還期限の延長:10年延長(計35年)
`県企業庁:第二次支援での融資53億円について猶予の延長
・住都公回:第二次支援での融資53億円について猶予の延長
,京成電鉄:宝二次支援での融資81億円について利難の弓1下(30%→05弘)

第五次支援

(平成22年度～)

(リスケジューリング)
・鉄道運輸機構:償遼期限の延長i10年延長(合計45年)
コ県企業庁:第二次支援での融資53億円について猶予の延長
・住都公団:第二次支援での融資53億円について猶予の延長・利率の号1下
・東成言鉄:筑二次支標での融奮81権日について利差の号!下

運賃値下げに関する合意

に伴う支援
r平 成ク,生 産 ～う

値下げに伴う、利益減少の補寝として
(負担金)
・閣係 自治依 :3億円/年
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2,資 本費負担の軽減策

① P線 償還条件の変更 (期限の延長、利子の見直し)

現状においては、高額な運賃設定により利用者にその負担を転嫁することで経営が成り

立っているところ、一般的な運賃水準へと引き下げた上で経営を健全に運営していくため

には、よリー層の負担軽減がなされるべきであり、現状の枠組みで考えた場合、最も大き

な負担となっている P練 償還について、更なるソスケジューリングを求めていくことが非

常に有効である。                        ,

また、以下のような理由からその妥当性も説明することができる。

・鉄道事業は公共性の高い事業であり、高額な固定資産投資に対して収益性は低く、投資

回収期間が非常に長期にわたること。

,鉄道運輸機構の目的は鉄道の建設や鉄道事業者などによる運輸施設の整備を促進するた

めの助成などの支援を行うことであり、鉄道運輸機構が鉄道事業者の建設費負担について

追加の支援を行うことには妥当性がある。

・北総鉄道社は重い資本費負担がなければ鉄道事業として経営が成り立っており、単なる

延命処置ではなく、より良い事業にしていくための足掛かりとなる前向きな支援となるこ

と。

・東薬高速鉄道株式会社 (以下 「東葉高速鉄道社」という。)に おいて、既に 60年 という

長期の償還期限が実現されていること。           )

鉄道運輸機構や国土交通省等の理解が必要となる点、キャッシュフローの大幅な改善は

見込めるが、減価償却費の負担は変わらないため損益ベースでは改善が小さいという点な

どの課題も存在するが非常に有意義な方策であると考えられる。

○先行事例

東美高速鉄道社における鉄道運輸機構への償還期限は、支援を受け25年の均等償却とい

う当初の返済計画が、60年のステップアップ償還に見直された。

② 鉄 遭運輸機構以外からの融資について

沿線自治体、URt京 成電鉄社といつた関係者についても、千葉ニュータウン計画の失敗

や、当初の甘い見込み利用者数の設定などの責任を負うべきである。

既存の融資に対する利率の引き下げやリスケジューリングを行うことで、】ヒ総鉄道社の

資本費負担を軽減することが可能である。結果として、北総線の運賃値下げや利便性が改
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善され、沿繰人日の増加や地域の活性化が見込まれる。その結果、各関係者に以下のよう

なメリットが発生する。

・沿線自治体 :人口増加とそれに伴う税収の増加。

・UR:千 葉ニュータウン計画の再復興

・京成電鉄社 i京成本線の乗客数増加古

(1)既 存の融資のリスケジュージング

鉄道運輸機構に対する償還負担と比べるとその負担は小さいとはいえ、よリー層の期

間の延長や利率の引下げを求めていくべきである。

(2)デ ットエクイティネフップの活用

私企業の再生局面においては、債権者側が主導して、債権放棄やデットエクイティス

ワップ (以下 「DES」 という。)と いつた手法により、再生に対する協力が行われること

がある。

DESと は貸付金などの金銭債権を現物出資することで、資本に転換する手法のことで

ある。DESを 行うことにより、債務者にとっては過剰な債務を圧縮し、財政体質を健全

化できるメリットがある。債権者は、経営へ参加することで融資に対する責任を負うこ

ととなるが、もし事業が

うまくいけばキャピタルゲインを得られるというメリットもある。

〇具体例     ・

・借入金につき全額 DESし た場合のシミュレーションは以下の通りとなる。

4社 か らの有利手 負値

京成 9・679,200

38.873,671

千葉県 5,300.000

UR 5,168,750

鉄道機構 68,725,721

締奮 庫

資本金 241900,000
1,774,034

繰誠拒実 -23125916

株主名 持ち株数 出督 LL基

京 成 24900手 法 50.0%

千葉県 1lⅢ100千 株 22.3%

UR 8.6側時 株 ,7.3%

4対 抗ヽ えの 有 粛 手 色 宿

京成 0

63,725,721

千葉県 0

UR 0

鉄道機構 681725,721

純資産

資本金 45,047,950
21,922,034

繰越損失 -23.1251916

株主名 持ち秩数 出奮比連

京成 44t258=岳 力来 49‐1%

千葉県 21,700千株 24.196

UR 18.9381F舟集 21.0%
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・さらに無償減資を組み合わせることで繰越損失を補てんした場合、以下の通りとなる。

4社からの有利子負債

京成 G

68,725172f

千葉県 0

UR 0

鉄道機構 68,725・721

純資産

資本金 45,0471950
211922,034

繰越損失 -23、125916

4社からの有利子負債

京成 0

68,725,721

千葉県 0

UR 0

鉄道機構 68・725,721

純資産

資本金 21,922,034 211922,034

資本費負担の大部分を占めるのは鉄道運輸機構への末払金残であるため、資本費改善

に与える影響は相対的に小さいといえるが、一定の効果は期待できる。

○先行事例 (あおなみ線)

第ニセタターである、あおなみ線は約 950億円 (うち50%超が名古屋市の出資)を 投じて

開通したが、利用者が伸び悩み、多額の赤字を計上する路線となってしまった。

そのため、名古屋市は平成 22年度予算で、第ニセクター鉄道として日本初の DESを 導入

し、名古屋市 ・愛知県からの借入金約 307億 円全額について株式化した。あおなみ線は現

在、私的整理による事業再建中である。

③ 上 下分離方式の可能性

上下分離方式とは、運行する主体 (第2種 事業者)と 、鉄道インフラを保有 ・整備する

主体 (第 3種 事業者)を 分離し、前者が後者に対し、鉄道インフラを利用させてもらう対

価として繰路使用料等を支払うという制度である。

バスやタクシー、船舶など他の公共交通機関においては運行主体と交通インフラの保

有 ・整備主体は異なることが
一般的であつたが、鉄道事業においては運行主体である鉄道

事業者が鉄道インフラを自社で保有 ・整備することが一般的であった。

しかし、それは多大な事業者への負担となり、近年は鉄道事業においても上下分離方式

が主流となりつつある。
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・上下分離方式の類型

上
般的な上下分離方式 公有民営の上下分離方式 みなし上下分離方式

内容 土地、線路、電路、車両等

の鉄道インフラの保有・管

理 と運行を行 う組織を分

離する方式
一定の取り決

めにより、線路使用料等を

支払う必要がある。

公的主体が自らの財源に

よリインフラを保有・管理

し、運行事業者に対して無

償で貸し出す方式。第 3

種事業者にとつては重い

負担となるが、国の補助制

度も存在する。

上下分離方式ではないが、

鉄道インフラは運行会社

が保有したまま(一種のま

ま)、維持管理費相当につ

いて自治体等が負担する

ことにより上下分離と同

じ効果を得られる方式。

事例 養老鉄道院 全)

伊賀鉄道院 全)

青い森鉄道(一部)

のと鉄道 (一部)

若桜鉄道

信楽高原餓道

上毛電気鉄道

上信電鉄

富山ライ トレー/1/

万葉鉄道

同方式ぃ、新たな路線建設や整備を想定した制度であるため、既存の鉄道に適用するに

はより難しい制度設計となるが、既存の鉄道を上下分離した事例も存在する。

○先行事例 (青い森鉄道)

第ニセクターとして初めて上下分離方式を採用し、青森県が第 3種 事業者として鉄道イン

フラを保有し、青い森鉄道は第 2種 事業者として運行を行い、青森県に対して線路使用料

を支払う。

また、鉄道事業再構築事業の適用による公有民営方式の上下分離の可能性も考えらえる。

○鉄道事業再構築事業の適用 (根拠法 :地域交通活性化 ・再生法改正法))

継続が困難又は困難となるおそれのある旅客鉄道事業を対象として、市町村等と鉄道事業

者が共同で計画を作成し、支援措置がなされるという制度である。

北総鉄道社は、債務超過は解消されたとはいえ、平成 24年 度決算書においては、継続企

業の前提に関する注記がつけられているなど、多額の債務を抱え元利の返済の負担を運賃

へ転嫁して何とか継続できる状況であり、同制度の適用可能性は存在すると思われる。

○先行事例 (信楽高原餓道信楽線)

信楽高原鍛道が第 ?種 事業者となり、甲賀市へ鉄道用地 ・施設を無償譲渡。
一方の甲賀市

は第 3種 事業者として信楽高原鍛道に対して無償貸付を行う。甲賀市は、施設の保有、維

持管理を行うがそれらの資金については、国や県からの財政支援を受ける。
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さらに、鉄道運輸機構が第 3種 事業者となる実質的な上下分離方式の可能性が考えらえ

る。現在の北総鉄道社は、鉄道運輸機構から鉄道設備を購入する形式をとつているが、鉄

道設備をリースする形式をとることが考えらえる。

整備新幹線においては、特例により、実質的な上下分離方式がとられているという例も

存在する。(鉄道事業法上は、tlRは第 1種 事業者であり、鉄道運輸機構は鉄道事業者では

ないため、正確には上下分離方式とはいえない。)

①先行事例 (整備新幹線方式)

賦 民営化以降に建設された整備新幹線について、鉄道運輸機構が施設を所有しており、運

行する」R各 社は機構に対して 「貸付料」の名目で線路使用料を支払つており、実質的に上

下分離がなされている。

上記のような上下分離方式を適用することで、北総鉄道社にとつては以下のようなメリ

ットが考えらえる。

。鉄道インフラに係る、重い資本費、減価償却費から解放される。

・複雑な状況にある京成系列の乗入、線路使用料の負担関係などのT元 化が図れる。
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V ヨ ス ト削減策について

平成 22年度鉄道続計年報のデータをもとに、同程度の規模であり北総鉄道社と同様に資

本費負担に苦しむ近郊路線 (東葉高速鉄道社、埼玉高速鉄道株式会社 (以下 「埼玉高速鉄

道社」という。))や 京成グループ他路線 (京成電鉄社、新京成電鉄株式会社 (以下 「新京

成電鉄社」という。))と の生産性の比較を行った。

1,現 状のコス ト構造と他路線との比較

① 人 件費

・会社全体

「職員 1人 当たり人件費」は、京成電鉄社や新京成電鉄社と比べると低く、埼玉高速

鉄道社、東業高速鉄道社と比べるとやや高いものの同程度の水準である。また、「営業キ

ロ3当たりの職員数」での比較では、他の路線と比較して生産効率が高いといえる。

『
一 ―

  |

115
畳営業キロ当たりの

10

5

0

ぜ,ぅごすチ″で'ンタゴ
シぅ、(4:S卜が

i  革
/ ギ
 押     |

,駅務員

「1駅わたりの駅職員数」は、駅の規模が大きな京成電鉄社と比較すると非常に少なく、

同規模の新京成電鉄社や、地下鉄の埼玉高速鉄道社や東業高速鉄道社と比較しても少な

い水準であり、必要最低眠の人数であることがうかがえる。

10

8

6

4

2

0

埼玉高速 東葉高速  新 京成

3営 業キロとは、運賃を計算する際に使用する距離の単位であり、実際の磨線の長さと若干
の違いが生じることもある。

轟一駅あたりの駅職員数
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・運転士

「運転士あたりの年間走行キロ」について、埼玉高速鉄道社や東葉高速鉄道社と比較

すると、北総鉄道社の運転士の生産性は高いといえる。

11::
l o
| 北総 埼 玉高速東葉高速 新京成  京 成

まとめ

効率的な人員配置をしており、目立って無駄な人件費が発生しているとは言えない。

更なる人件費の肖J減のためには、職員の多能工化やフンマ′ンカーの運行、駅務員の契

約社員 ・パー ト化の採用なども可能“性として考えられる。

② 経 費

車両

「車両あたりの年間輸送暑 」は、埼玉高速鉄道社や東業高速鉄道社、新京成電鉄社等

と比べ非常に高く、効率的な運行を行っているといえる。

6,000

5,000

|:li;告
12,000

11)00‖
|
|

, 1

北総  埼 玉高速 東 葉高速  新 京成

・保守管理費

「営業キロ当たり保守管理費 (電路、線路、車両保存費を除く)」は、他路線と比較し

て,ヒ較的高い値を示しているが、千葉ニュータウン鉄道からの保守業務受託による費用

も含まれており、一概に比較することは妥当ではない。

4年 間輸送量とは、旅客の人数とその旅客を輸送した距離 (血 単位)を 掛け合わせたもの

であり、1人の旅客を丑血輸送した輸送量が 1人キロである。

臨運転士あたりの年間走行キロ



食保守管理費
20,000

151000

10,000

5,000

北総  埼 玉高速 東業高速 新 京成
|

・まとめ

人件費同様、特に目立った非効率が発生しているわけではないが、更なる経費の削減

のため、駅業務の全商委託や点灯照明の本数肖」減、発券機 ・改札機の昼間
一部停止等の

節電といつたコス ト削減策が考えらえる。

しかし、そうした経営の合理化はコスト削減となる一方、利用者へのサービス低下を

招く可能性があり、両者のバランスを適切にとっていくことが必要である。

2.結 論

開業当時から常に赤字路線であつた北総鉄道社は、平成 12年度についに黒字への転換を

成し遂げ、平成 25年度にほ債務超過を解消した。これは、鉄道運輸機構からの利息の負担

が大幅に軽減されたことによる影響によるものが非常に大きいが、一方で北総鉄道社によ

る経営コス ト削減の努力によるものでもある。

その結果、同規模の他路線と比較した場合、明らかに生産効率は低いとは言えず、現状

の枠組みの中では効率的な経営を行つていると考えらえるが、利用者の安全性と利便性を

損なわない範囲において
一層のコスト肖J減努力をしていく必要がある。
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Ⅵ 利 用者向上策について        ヽ

鉄道路線における売上はt偏 に利用者数にかかつている。鉄道利用者が増えれば、客 1

人辺りの運行効率は向上し、必然的に運賃に減額の余地が生まれることになる。したがっ

て、今後の運賃減額の可台留性を模索するにあたつては、利用者向上策を模索することが望

ましV 。ヽ   |

前提として、北総線の乗降客数と1駅辺りの平均乗降客数を算出する。

北総鉄道社の資料によればt平 成 24年度の各駅の
一日当たりの平均乗降者数は、次の通

りである (抜粋)。

駅 乗降客数合計

京成高砂 66,837

新柴又 3,692

矢切 6,649

北国分 7,507

秋山 5,924

東松戸 18,880

松飛台 4,316

大町 1,647

① 京成電鉄社

駅 乗降客数合計

京成上野 44,002

日暮里 94,853

新三河島 4,923

町屋 18,9 4ヽ

千住大橋 10,758

京成関屋 25,054

堀切菖蒲園 19,982

お花茶屋 30,429

新鎌ヶ谷 24,750

函白井 12,214

白井 10,451

小室 3,966

千葉ニュータウン中央 33,361

印西牧の原 12,354

印鷹日本医大 4,552

合計 217,100

1駅平均 14,473、33

青砥 45,152

京成高砂 95,4S2

京成小岩 16.614

江戸川 5,294

国府台 11,744

市川真間 7,504

菅野 4,101

京成八幡 31,336

鬼越 4,750

|※定期、定期外についてはt区 別していないる

一方、他社 (例、京成電鉄社、京浜急行電鉄株式会社 (以下 「京浜急行電鉄社」とい

う。)、西武鉄道株式会社 (以下 「西武鉄道社」という。))の 状況は次のとおりである。
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京成中山 3,628

東中山 6,972

京成西船 9,181

海神 4,633

京成船橋 92,145

大神宮下 31960

船橋競馬場 18,500

谷津 11,125

京成津田沼 54,144

京成大久保 31,888

実籾 22,928

八千代台 47,176

京成大和国 12,106

勝田台 52,839

志津 16,579

ユーカリが丘 21,370

京成題井 21,854

京成佐倉 19,230

大佐倉 424

京成酒々井 6,326

宗吾参道 2,583

公津の社 9,160

京成成田 35,426

空港第2ビル 17,740

成田空港 221234

東成田 1,970

押上 1871712

駅 乗降客数合計

本線

泉岳寺 158,504

ヨ
脚 253,919

京成曳舟 18,133

ブヽ覇氏 91792

四ツ木 13,204

京成立石 36,174

柴又 9,024

京成金町 23,735

幕張本郷 12,703

京成幕張 7,302

検見川 3,645

京成稲毛 6,214

みどり台 6,608

西登戸 2,134

新千葉 1,523

京成千葉 251506

千葉中央 15!624

千葉寺 4,162

大森台 2,550

学園前 4‐557

おゆみ野 4,320

ちはら台 5,百12

東松戸 3,138

新鎌ヶ谷 3,876

千葉ニュータウン中央 4,617

印溝日本医大 1,015

成田湯川 1,175

合計 1,431,143

1駅平均 20,741420

北品川 7,954

新馬場 13,760

青物横丁 421552

餓洲 8,996

※ 東 松戸、新鎌ヶ谷、千葉ニュータウン中央及び印態日本医大の4駅 は、アクセス特急

の利用人員のみ,

② 京 浜急行電鉄社
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立会川 17,012

大森海岸 13,433

平和島 45,567

大森町 17,743

梅屋敷 14,148

京急講田 47,473

雑色 29,329

六郷土手 14,135

京急川崎 1141311

八T綴 13,873

鶴見市場 18,933

京急鶴見 28,196

花月園前 6,311

生麦 27=642

京急新子安 7,964

子安 7,754

神奈川新町 16,484

伸本戸 18,693

神奈川 4,896

横浜 305,878

戸部 15,063

日ノ出町 26コ65ヽ

黄金町 22,551

南太田 17,278

井土ヶ谷 27,082

弘明寺 28,745

上大岡 140,326

屏風浦 17,633

杉田 33,704

京急富岡 24,590

能見台 31,169

金沢文庫 70,358

室沢八景 55,064

追浜 39,997

東急題浦 13,694

安針塚 4‐953

逸見 5,259

汐入 22,079

横須賀中央 67,175

県立大学 12,508

掘ノ内 12,602

京急大津 5,343

馬掘海岸 10,044

浦賀 22,448

空港線

椛谷 22,369

大鳥居 26,957

六守稲荷 13,366

天空橋 18,542

羽田空港

国際線ターミナル
12,202

羽田空港

国内線ターミナル
70,712

大師線

港町 3,322

鈴木町 8,095

川崎大師 16,466

東門前 11,626

産業道路 8,795

小島新田 20,470

逗子線

六浦 16,268

神武寺 6,430

新還子 23,318

久里浜線

新大津 6,419

北久里浜 25,197

京急久里浜 43,823

YRP野 比 19,794

京急長沢 7,354
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合詩 2,400,906

1駅平均 32,889.12

③ 西 武鉄道社

駅 乗降客数合計

池袋線

池袋 479,467

稚名町 18,027

東長崎 26,598

江古田 33,535

桜台 13,376

練馬 113,851

中村橋 37,689

富士見台 24コ176

練馬高野台 25,068

石神井公園 71,041

大泉学園 82,786

保谷 56,684

ひばりヶ丘 67,456

東久留米 52,520

清瀬 68,756

秋津 77,735

西所沢 24,112

小手指 47,336

狭山ヶ丘 26,023

武蔵藤沢 22,837

稲荷山公園 8,502

入間市 35,241

仏子 12,537

元加治 6,940

飯能 32,463

東飯能 5,338

高麗 3 , 1 1 1

武蔵横手 392

東吾野 588

吾野 821

西部秩父線

西吾野 409

正丸 287

芦ヶ久保 317

横瀬 1,698

西武秩父 6,655

西武有楽町線

小竹向原 104,207

新桜台 6,663

豊島線

豊島園 13,318

狭山線

下山口 8,517

西武球場前 10,480

山回線

遊園地西 898

新宿線

西武新宿 172,907

高田馬場 2921612

下落合 10,843

中井 28,011

新井薬師前 22,773

沼袋 19,632

野方 22,549

都立家政 17,263

篤ノ富 29,677

下井草 23.388

井荻 19,456
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上井革 19,787

上石神井 43,091

武蔵関 28,477

東伏見 24,063

西武移‖沢 16,161

田無 74,148

花小金井 53,099

小 平 37,164

久米川 32,325

東村山 46,347

所沢 95,309

航空公園 27,648

新所沢 55,628

入曽 18,670

狭山市 41,231

新狭出 21,605

南大塚 15,842

本川越 48,253

拝島線

東大手口市 24,170

玉川上水 39,225

武蔵砂川 101563

西武立川 8,116

拝島 33,373

※ 複 数線が乗り入れる駅 (例:所沢)は 、※ 複 数線が乗り入れる駅 (例:所沢)は 、代表した特定の1線のみで記載している

単純な1駅辺りの比較でみても、北総線が 14,473.33人であるところ、京成電鉄社が

20,741.20人、京浜急行電鉄社が32,889.12人、西武鉄道社が36,955,22人となっており、

乗降客数が他社に比べて圧倒的に少ない (京浜急行電鉄社、西武鉄道社と比べると、実

に半分以下である)こ とがわかる。

現状でも、一定程度の値下げが可能であることは、既に既述のとおりであるが、例え

ば、都心並みの運賃を目標に、大幅な運賃の値下げを目指すならば、かような状況にあ

る乗降客数を (大幅に)増 加させる必要があろう。

鉄道路線において、乗降客数を増力口させる視点としては、次の2点が考えられる。

西武園線

西武園 3,897

国分寺線

国分寺 it4,577

なヶ窪 111212

鷹の合 26)272

小,il 28,550

多藤湖線

一橋学園 20,151

青梅街道 7,217

萩出 10,323

′ヽ増買 5,413

武蔵大和 7.200

西武進国地 3,049

多摩川線

武蔵境 23,231

新小金井 3,525

多磨 12,809

自糸台 S,354

競艇場前 2,651

是政 7,563

合計 31399,880

1駅平均 36.955.22
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① 競 争相手からの利用者の獲得 (市場内占有率の向上)

② 他 地域からの利用者の獲得 (市場規模の向上)

1.市 場内占有率の向上

(1)前 提

鉄道と競合する主な移動手段は、徒歩、自転車、バス及びマイカー (四輪、二輪含

む)と 考えられる。徒歩、自転車うが短距離移動手段、バスが中距離 (又ほ遠距離)移

動手段、マイカーが中距離から遠距離移動手段に分類できよう。
1 と
ころで、北総線は、東京都心と千葉ニュータウンを結ぶ鉄道として整備された経

緯がある。北総線の利用者 (北総線内で乗降する者を想定しておりt例 えば、東京若B

心から成田空港へ移動するような者は含まない)は 、多くが東京都心方面への通勤 `

通学であ利用者と推演lされる (これは、北総線の利用者のうち、定期利用者が多くを

占めていることからも伺える)。

かような現状からすると、北総線の競合手段は、徒歩、自転車といつた短距離移動

手段ではなく、バス又はマイカーと考えられ、バスも長距離移動には向いていないこ

とからすると (遠距離を移動する高速バスなども存在するが、一般的に、バスといえ

ば1か ら3市町村程度を周回するものが多い)、特にマイカーではないかと推預」される。

すなわち、北総線の利用者数を増加させるためには、現在のマイカー利用者を、北

総線の利用に誘導しなければならない。

(2)マ イカーとの比較

鉄道路線とマイカーとの競争において想定される競争変数 (競争に関係すると思わ

れる要素)は 、価格、時間、居心地 (サービス面)、その他が想定される。

例として、千葉ニュータウン中央から新橋までの移動を例に比較すると、次のとお

りとなる。

<北 総線>6

発着時間 :08:08発 → 08:58着 所 要時間 :50分  乗 車時間 i48分

乗換回数 ,0回  総 額 :1,070円 距 離 i38.駐m

5   近 年では、自転車が中距離以上の移動手段として脚光を浴びる兆しがあるが、未

だ近距離移動が圧倒的大多数と思われるため、こちらに分類した。
6   ジ ョルダンによる検索。
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口千葉ニュータウン中央

1  成 田スカイアクセスアクセス特急(羽田空港国内線ターミナル行)3o.7km

3・6号車

1  08:08‐08:39[31分 ]

1  1,070円

◇押上 ≪直通》   [2分 待ち]

1  都 営浅草線急行(羽田空港国内線ターミナル行)7.批 m

1 08:41‐08i58[17分 ]

|      ↓

■新橋  1番 線着

<マ イカー利用 (高速利用)7>

聾 42.3Krll聾01時 間 16分 騒 約 8375α理工金

轟 ュ′000111(乗用車)ETC争 151料ヽ1を持!|:

鶴 537円  襲 3.61L   墨 魯11,7Krn/L

時間   電 車 (北総線)

価格   電 車 (北総線)

居心地  電 車 (北総線)

マイカー :一人

その他  電 車 (北総線) 事故が無い限り時間はかなり正確

マイカー :渋滞等により時間は変動的

時間、価格ともに北総線が有利であるとの結果だが、これはあくまで千葉ニュータ

ツシ中央駅からの出発を比較している。当然ながら、その住まいは駅に近くない可能

性もあり、駅に行くためには徒歩、自転車又はバスといった手段がさらに必要なとこ

ろ、マイカーなら家から出発することができる利点があるため、実際に生じる時間差

は月ヽさいかほとんどないものと推誤」される。

北総線にとってのス トロングポイントは、価格が約 500円 安くなり、運行が時間

通 りであリスケジュールが立てやすいことであろうが、多くの人にとって圧倒的に居

心地が良いマイカーと比較して、強い吸引力があるとは言い難いのではなかろうか。

北総線は、アクセス特急によりかなりの高速移動を可能にしており、これ以上の時

50分      マ イカー t76分

11070円    マ イカー :1537円

他人大勢、乗降必要、混雑時は快適とは言い難い

、家から出発可能、終始快適

7   ナ ビタイムによる検索。
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、聞短縮といったサエビス向上は多くは望めないと推測される。

したがつて、マイカー利用者を北総線に誘引するためには、運賃の値下げがやはり

大きなポイントと言わざるを得なぃ。

(3)感 応度分析

「運賃を値下げするために利用者を増やしたい。利用者を増やすためにどれだけ運

賃を値下げできるか検討したい。」というトー トロジー的な局面における分析でよく用

いられるのが、いわゆる感応度分析である。

感応lxf分析とは、「分析したいア立 トプツトをいくっかの変数 (パラメ
ータ)に 分墜

し、その変数が変動したとき、アウトプットにどの塗度の影響を与えるかを調バる主

塗」と説明されるが、本件に当てはめていえば、北総線がどれだけ値下げしたらマイ

カー利用者が北総線を利用したいと思うか、というアンケエ ト・聞き込み調査を行う

ことを意味する。

残念ながら、本分析の前提としてかような調査データを受領していないため、現時

点での分析は難しいが、感応度分析を実施することには一定の意義があると思われる

(実際に、埼玉高速鉄道社の調査報告書では、感応度分析が実施されたことがうかが

える)。かような感応度分析を経ることで、既述の財務上資料に基づく運賃値下げの検

証と併せ、有るボき運賃値下げの姿が模索されることが望ましい。

2ゃ市場規模の向上

市場規模の向上とは、要するに他の競合手段 (マイカー)か ら北総線に誘導するので

はなく、(北総線が対象とする区問の)移 動者全体を上昇させるということである。

これには、さらに次の2つ の視点が考えられる。 1

① 北 総線区間内の居住者数の向上

② 北 総線区間内への訪問者数の向上

(1)居 住者数の向上

北総線が前提としていた千葉ニュータウン計画は、まさに居住者数の向上策に該当

する。

しかし、千葉ニュータウン計画は、人口34万 人を達成すると計画されたにもかか

わらず、現状では人甲9万 人裡度にとどまっており、しかもこれをリードしてきたUR

も、平成 26年 (来年)3月 で事業を完了することと決定しており、この計画は残念な



がら失敗に終わつたと評価せざるを得ない。

URの 責任がどうあるべきなのかは、後述する通りであるが、少なくとも、計画され

ていた広大な土地ほ更地のまま残されており、新たな都市計画へと移行する必要があ

るといえよう。居住者数の向上、つまり新たな都市計画には、「千葉ニュータウン」と

いうイメージから脱却した新たな沿線としてのイメージ (つまり、「●●がある街」の

「0● 」)カミ必要と考えられる。

そこで求められるイメ‐ジがどうあるべきか、については当職らの検討の埒外にあ

り、今後の議論に委ねられようが、一案としては、施設誘致 (例えば、大規模アウト

レットモール)、サッカーチーム誘致、祭りの実施などが考えられる。アウトレットモ

ールやサッカーテーム (サッカー場)に とつて、千葉ニュータウン計画で残された広

大な土地は、大きな利用価値があると思われる。しかしながら、その多くは主要駅か

ら比較的離れた場所に残されており、駅からの移動手段の確保は必須と言え、その意

味で、地元のバス路線との協力などが重要なカギと思われる。

(2)訪 間者数の向上

訪問者数の向上は、必ずしも北総線外からを意味するものではなく、北総線内居住

者が別の駅に移動することも含む趣旨である。

訪問者数の向上には、シンボルとなるべきランドマークが欠かせない。いかなるラ

ン ドマークが当該地域に望ましいかどうかについては、当職らの検討の埒外にあり、

今後の議論に委ねられようが、例えば、(1)で あげたアウトレットモール、サッカー

場といった施設が例に挙げられよう。

また、現在誘致がすすめられている東京オリンピックが実現すれば、東京都心への

利便性を訴え、選手村や練習施設などを建築することも一考に値しよう (ただし、か

ような一過性のイベントについては、イベント終了後の施設利用が大きな問題となる。

イベント終了後の施設利用もにらんだ計画が求められるであろう。)。
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VII 運賃収入帰属及び線路使用料の設定について

1.現 状
|

① 線 路使用料の取り決めについて

成田新高速鉄道の開通により、一般特急への乗り換え需要の発生で、北総鉄道社の

運賃収入が減収することになる。そこで、京成電鉄社の運賃収入 (北総線区問内及び

北総線区関と京成線区問との間の京成電鉄社の一般特急に配分される運賃収入)が 、

「資本費相当分に基づく繰路使用料」を上回つた場合には、京成電鉄社がその差額を

「資本費相当分に基づく線路使用料」に上乗せして北総鉄道社に支払う旨、京成電鉄

社と北総鉄道社とで取り決めを行つている。

後述の通り、自ら線路を保有し、列車の運行事業を行つている鉄道会社 (第 1種 鉄

道事業者)が 、第 2種 鉄道事業者に線路を貸与し、それによつて自社の運賃収入が減

つてしまう競合路線を走らせ、かつt相 当の線路使用料を収受しないといった、この

取り決めは、独立した第三者企業間の取引としての経済合理性がなく、また、一民間

企業である京成電鉄社の思惑で、子会社であるものの、第ニセクターでもあって公共

性が高い北総鉄道社の経営が左右されるようなことがあってはならない旨の主張が、

住民訴訟においてなされている。

② 線 搭使用料の金額について (平成 23年度実績)

北総鉄道社の練蕗使用料収受の実績は、以下の金額となっているも

A:資 本費相当額 :12.1億円

B:北 総線区間における京成の運賃収入額 17.8億円について、北総線区間における

北総一種事業区間の人キロ害J合を勘案した収入 14.5億円見合いの加算額 114.5

億円-12.1億 円=2.4億 円

Ct線 路使用料 A tt B=14.5億 円
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2.妥 当性にっいての検証

① 京 成電鉄による線路使用料解釈

京成電鉄社における、線路使用料についての解釈は以下のとおりである。

○京成電鉄社の解釈

線路使用料は、運行主体の第 2種鉄道事業者が使用する施設保有事業者の鉄道施設

に係る建設費等の資本費相当分に基づき算出することを原則としているも

成田空港線についても、原則の考え方をベースとして、京成電鉄は北総鉄道社、千

葉ニュータウン鉄道隅、成田高速鉄鉄道アクセス船、成田空港高速鉄度側と個別に協

議を行い個別に協議を行い、個別の線路使用料について合意した。

こうした経緯から、今回原価として計上した線路使用料については、応分の負担と

なっているとされている。

その中で、北総鉄道隅に対する線路使用料については、京成電鉄船は第 2種鉄道事

業者として北総線区間を運行することから、列車運行に必要な鉄道施設に係る資本費

相当分に基づく線路使用料を支払うことを原則とすることで合意しており、応分の負

担をすることとなる。なお、北総鉄道僻は自社の施設を使用して鉄道事業を営む第 1

種鉄道事業者であることから、京成電鉄側が同区間を運行することによって、収支に

影響を与えないようにする必要がある。

そのため、京成電鉄隅が計上する、現行の北総列車から当社の運行する
一般特急夢U

車に乗り替わる収入が資本費相当分に基づく線路使用料を上回った場合、その差額を

上乗せして北総鉄道社に支払うこととなっている。従つて、収入がそれぞれ増加した

場合には、北総鉄道社への支払額が増加することとなる。

また、千葉ニュータウン鉄道僻との関係は、北総鉄道隅と全く同様の考え方、計算

方法で、同社の収支に影響を与えないように線路使用料を支払うこととならている。

景pち、北総鉄道船は、京成電鉄榊の計上収入を除いた千葉ニュータウン鉄道の営業

区問の運輸収入相当分を線路使用料として支払うこととなっている。

よつて、京成電鉄側が支払う分と北総鉄道側が支払う分の総額が、概ね従前より北

総鉄道社が千葉ニユータウン鉄道冊に対して支払つてきた線路使用料となる。

①北対協、千葉県の 「補助金の効果等を検証するための再確認事項について」に対す

る北総鉄道社からの回答より

(確認事項)

北総鉄道社からの線路使用料の算定方法について、他の鉄道事業者との相違点につい

て

(回答)

一般的には三種側が負担した施設 ・設備の建設ヨストの回収という考え方から資本費
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相当額とされているが、本件については、北総鉄道社の鉄道運送事業と後発の京成電

鉄の鉄道運送事業が競合するため、当社の権益を擁議し不測の損失を生ぜしめぬよう

競合に関わる運賃収入を配分することとし、その結果(「資本費相当額」<「京成の

収益配分額」となるときは、「資本費相当額」との差額を加算した額を 「線路使用料」

として収受。

② 住 民訴訟における原告の主張

住民訴訟原告における、線路使用料についての解釈は以下のとおりである。

(1)成 田新高速鉄道の開通による北総鉄道社の収入増加の期待

北総鉄道社の運賃が異常に高いことは、鉄道の新規建設費が高かつたことによると

されているが、今般、京成電鉄社が北総鉄道社の線路を使用してスカイライナー (平

成 22年 7月 17日 開通)を 始めアクセス特急を含む 105本 /日 の電車を走行させる

ので、沿線住民ほ皆、その線路使用料あるいは運賃が北総鉄道社の収入となり、北総

鉄道社の運賃を大幅に引き下げるものと期待していた。

(2)京 成電鉄の押しつけによるただ乗り協定

ア 北 総線における京成電鉄社の旅客運輸業及び線路の使用等に関する基本協定 (本

件協定)

ところが、住民の期待を裏切られた。その理由は次の点にある。

成田新高速鉄道の北総線区間分の運賃及びと特急料金収入は、本来、北総鉄道社に

帰属すべきものである。実際、北総線区間と同様成田新高速鉄道アクセス特急が乗り

入れている都営浅草線 (東京都交通局が線路を保有)と 京浜急行線 (京浜急行電鉄、

泉岳寺一羽田空港間)で は、線路保有区者が、乗り入れ先の鉄道会社がそれぞれの線

路保有区間の運賃を取得している。成田新高速鉄道開通前は、京成電鉄社の電車は北

総線に乗り入れていた。その際には、北総線区問内の運賃は、すべて北総鉄道社が取

得していた。

したがって、京成電鉄社は、北総線区間で生ずる運賃及び特急料金収入の全額を線

路使用料として北総鉄道社に支払うべきものであつた。

ところが、本件協定の中で、京成電鉄が、本来北総鉄道社に帰属すべき北総線区聞

内の運賃収入を 「横取り」し、そのうち一部だけを練路使用料として北総鉄道社、千

葉ニュータウン鉄道に払い戻すという不合理きわまりない内容の協定が結ばれた。

イ 京 成電鉄社による北総鉄道社、千葉ニュータウン鉄道社の支配

本件協定は、どうみても、独立の対等当事者問取引で行われる合理的な経済計算に

よるものではない。本来、経済合理性を追求する株式会社であるならば、このように

一方的に不利益を被るような協定を締結することは、特段の事情がない限りあり得な
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ヤヽ 。

実は、京成電鉄社が親会社として、北総鉄道社、千葉ニュータタン鉄道社を支配し

ているのである。

北総鉄道社は、京成グループから50%以 上の出資を受けている。千葉ニュータウン

鉄道社は、100%京 成電鉄社出資の株式会社でありその役員全員が京成グループの者

で占められており、これは京成電鉄社そのものである。

その結果、会社間の付け回し、利益操作が行われているのである。そして、害」を食

うのは、北総鉄道社の沿線住民である。逆に言えば、北総鉄道社沿線住民の加重な負

担により京成電鉄社は過大な収入を上げているのである。

③ 鉄 道事業における運賃収入帰属及び線路使用料の収受の考え方(他社事例)

北総鉄道社の収受する線路使用料の妥当性については、他社路線での考え方を参考

として検証することも有用であると考えられるため、以下、一般的な線路使用料の収

受についての他社事例を整理の上、検討することとする。ただし、「線路使用料は、そ

の考え方と実際が、国、事例ごとに異なり、千差万別、多種多様である。線路使用料

の設定に理論的にも実務的にもベス トな方法があるわけではない。いずれにも一長一

短あり、その評価は難しい。公正な競争条件の確保、資源配分の効率性といつた基準

から判断するにしても、それはあくまでもウェイ ト付けされた相対的な評価に過ぎな

い。元来、線路使用料は当事者のコンセンサスで決定されるべきもので、設定そのも

のに共通のルールや原則があるわけではない」3ことから、本件の妥当性の判断につい

ても個別判断するしかないということに留意は必要である。

仏)相 互乗り入れ方式

線路を保有している会社が運行に責任を持ち、運賃もその会社の収入帰属となる方

式である。この場合、乗継ぎ駅で、乗務員も切替えし、運行作業及び責任を線路保有

会社が全てもつため、収入帰属については、線路保有会社となる。

この方式では、相互に車両を貸し借りする立場となり、相互に、自社保有線路の上

を他社の車両を借りて自社で運行するため、両社とも第一種鉄道事業者となる。

lB)アボイダブルコス ト方式 (71J:」R貨 物)

日本貨物鉄道株式会社 (以下 「JR貨 物」という。)は 、その運行路線の大部分を他

社所有の線路を借りて運行しているため、第2種鉄道事業者としての位置づけとされ

ている。 」 R貨 物は、国鉄分割民営化に伴つて、分社化された JRグ ループの1社で

あり、その運行路線の大半は、グループ会社であるJR旅 客会社が所有する線路とな

8 堀雅通 鉄 道の上下分離と線路使用料 高 崎経済大学論集 第 47巻 第 1号 200445頁 ～57頁
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つている。

アボイダブルコスト方式とは、」R貨 物がJR旅 客会社の路線を走行して貨物輸送

を行う場合に、貨物列車が走行しなければ回連できる経費 (レ
ー
ルの摩耗に伴う交換

費用等)の みを」R貨 物が負担することとするルールで、国鉄改革以来、JR旅 客各

社とJR貨 物の間で適用されている方式である。これは、国鉄分害J民営化の際に、R

貨物の経営基盤が脆弱であることが予想されたため、国策として、その経営を支援す

るために線路使用料が低く抑えられるように定められた方式であり、鉄道業界ではポ

ピュラーな方式ではあるが、一方で、その方式が採用された背景から独立企業間での

競争原理に基づいた方式とはいえない一面もある。

その後、一部地方路線がtlRから経営分離されることになり、この区問を走行してい

た貨物列車は在来線事業者線路を走行することになった際には、並行在来線事業者か

らはtアボイダブルコスト方式をやめて、固定費部分を加味した線路使用料を支払う
ように要求されていることからも、固定費部分を加味しないアボイダブルコスト方式

は、独立企業間での競争原理に基づいた方式ではないといえる。      十

(0将 来収益均等分割支払方式 (例:整備新幹線)

整備新幹線については、建設を行つた日本鉄道建設公団およびその後身の鉄道建

設 ,運輸施設整備支援機構が施設を所有している。運行するR各 社は鉄道建設 ・運輸

施設整備支援機構に対して 「貸付料」の名目で線路使用料を支払つており、この貸付

料は新幹線が整備されたことによる ご風 の受益を限度として設定されることになって

いる。具体的には以下の計算となっている。

(「新幹線が開業した易合の30年 間の収益の合計値」‐「新幹線を建設しなかった易

合の30年間の収益の合計値」)キ 30年

0)営 業キロ比例配分方式 (例:神戸高速鉄道)

1969年に開業した神戸高速鉄道株式会社 (以下 「神戸高速鉄道」という。)は 、練路

を使用する4電 鉄 (阪神、阪急、出陽、神戸)の 運賃をt一 旦、4電鉄に帰属させた

後、それぞれの運賃収入から乗り入れに伴う経費相当額を線路使用料及び業務委託料

として控除している (結果的に4電 鉄の収支は変わらない)。なお4電鉄が締戸高速鉄

道に支払う線路使用料の配分額は営業キロに比71」させ、神戸電鉄が 5.26%、他の3電

鉄は31.58%となっている。9

④ 本 件へのあてはめと妥当性の検討

線路使用料問題には、以下の2点 がどうあるべきかを整理する必要がある。

9 堀雅通 鉄 道の上下分離と線路使用料 高 崎経済大学論集 第 47巻  第 1号 200453頁
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・北総線区関の運賃収入の帰属は、どうあるべきか

。北総鉄道社所有の路線を使用する京成電鉄の線路使用料はどうあるべきか

まず、鉄道事業における線路使用料の取り決めについては、以下のような特性があ

ることを理解しておく必要がある。

・市場競争環境がほとんど存在しない

大部分の路線で、自家用自動車やバス ・タクシーなど代替的輸送機関との競争だ

けがあるにとどまり、第 1種 と第 3種 は、設備面で独占的な立場にあり、また、そ

れらと第 2種 事業者との競争関係も実質的にはほとんど存在しないため、恣意性が

介在しやすい。

・取引ルールが法的に明確に規定されていない

第 1種事業者や第 3種事業者が第 1種 ・第 2種 に線路設備を貸す、あるいは譲渡

するなどの取引に関しては、鉄道事業法 15条 で、国土交通大臣の認可を受けなけれ

ばならないとされているが、その認可条件は、「国土交通大臣はt前 二項に規定する

使用条件又は譲渡条件が、鉄道事業の適正な運営の確保に支障を及ぼすおそれがあ

る場合を除き、前二項の認可をしなければならない」と定められているのみで、具

体的な取引ルールについてまで明確に規定されていない。       1

さらに、北総線区間においては、以下の点が、特殊事情として存在し、それを踏ま

えて、運賃収入の帰属及び線路使用料の設定の妥当性を検討する必要がある。

・北総線区関において、京成電鉄社及び北総鉄道社の両社が、それぞれ運行許可を

有する二重免許の状態となっており、きわめて例外的な状態となっていること。

・成田新高速鉄道の開通により、
一
般特急への乗り換え需要の発生で、北総鉄道社

の運賃収入が減収すること。

・北総鉄道社は、京成電鉄社が株式の 50%を 保有する京成電鉄社の子会社であり、

その意思決定過程が、当然に独立の対等当事者聞取引で行われる合理的な経済計算

の結果と言い難く、親会社の思惑が介在する背景が存在すること。

仏)運 賃収入の帰属について

本件は、一般的な相互乗り入れとは状況が異なるため、往民裁判においての主張で

あ る 「北総線区問の運賃収入の帰属は全て北総鉄道社のもの」と解することは難しい

ものと思われる。なぜならば、相互乗り入れ方式では、乗継ぎ駅で、乗務員も切替え

しく運行作業及び責任を線路保有会社が全てもつのであるが、本件においては、北総

線区間を通過する成田高速鉄道の乗務員は京成電鉄社の従業員であり、運行作業及び

責任は京成電鉄社が担っているからである。

本件の問題はt運 賃収入の帰属よりも、競合路線の線路使用に伴う北総鉄道社の連
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賃収入が減少するという特殊事情を前提として、独立企業間の取引として、線路使用

料の設定の妥当性を検証する必要があるや、のと考えらえる.

G)ア ボイダブルコス トの負担

成田新高速鉄道の開通以前と比べて、北総鉄道社の収入は少しも増えない。替わっ

て(成 田新高速が走る分だけアボイダブルコスト (仮に成田新高速鉄道が運行しなか

つたとした場合に旅客会社が線路の保守作業に必要だった経費を計算し、それに比べ

て成田新高速鉄道が走行したことによって増カロする保守経費相当額)が 発生するはず

である。しかしながら、既に京成電鉄社からは 「資本費相当分に基づく線路使用料J

は支払われたことになっているから、このアボイダブルコス トは、実質的に北終鉄道

社め負担となっている。少なくもこのアボイダブル平ストは、線路使用料として、追

加的に京成電鉄社が負担するべきであると考えられる。

(C)資本費相当分に基づく線路使用料の妥当性

仮に 「資本費相当分に基づく線路使用料」の計算が正しかったとしても、本件にお

いては、直ちにそれを妥当と結論づけることは難しい。

なぜならば、「成田新高速鉄道」が開通することによって、北総鉄道社の運賃収入が

減少するという他社路線では通常にない枠組みが前提となっているからである。独立

企業間においては、このような運賃収入が減少するような取り決めに合意することは、

経済合理性に欠けると言わざるを得ない。北総鉄道社が独立企業であるならば、運賃

収入に減少額以上に、線路使用料の収入額の増加もしくはそれ以外の売上の増加が見

込めるのでなければ合意しないはずである。しかしながら、北総鉄道社は京成電鉄社

の子会社であり、対等な力関係での交渉原理が働かなかった結果、このような経済的

に不合理な取り決めがなされたものと考えられる。

したがつて、京成電鉄社は、北総鉄道社の運賃収入の減少分の補てんだけではなく、

追加的に資本費相当分に基づく練路使用料として一定の害」合の額を北総鉄道社に支払

うべきであると考えられる。

なお、資本費相当分の線路使用料の金額の妥当性については、その計算根拠を検証

する必要があるが、当該計算根拠は北総鉄道社から開示されていない。したがって、

その検証のためには、北総鉄道社の協力姿勢が求められる。

3,結 論     ‐

線路使用料の妥当性の検証の結果を整理すると、以下のとおりである。

・現在の練搭使用料の取り決めは、北総鉄道社は京成鉄道社の子会社であり、対等なカ

関係での交渉原理が働かなかった結果、経済的に不合理な取り決めがなされたもので
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あり、是正すべきであると考えらえる。

少なくともアボイダブルコス トは、線路使用料として、追加的に京成電鉄社

するべきであると考えられる。

・京成電鉄社は、北総鉄道社の運賃収入の減少分の補てんだけではなく、追加的に資

本費相当分に基づく線路使用料としてす定の割合の額を北総鉄道社に支払うべきであ

ると考えられる。

以上のように線路使用料を是正の上、当該是正に係る線路使用料の増額分を、運賃値

下げの原資に充当することが相当であると考えられる。
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1411 推進体制について

以上のとおり、補助金の交付を受けずして、現在合意している値下げ運賃 (平均 4,6%)

を維持すること (あるいはそれ以上の値下げ)は 、キャッシュフロー上、達成できる可

能性があると考えられる。さらに、北総鉄道社自身の資本政策の見直し、コス ト削減、

売上向上施策の実施等によつて、その可能性は一層高まるものと考えられる。

他方、北総鉄道社に関与する各関係者によって、補助金なしでの運賃値下げの維持を

図るべく、推進体制を構築することも肝要である。

1.沿 線市町村

鉄道需要の基礎となる、地域の人口増、又は公的な施設を建設するなどの方法での、

所謂 「町興し」の可能性を探求すべきである (この点、2020年 開催予定の次々期オリン

ピックの誘致に成功した場合には効果を期待できるとも考えられる)。

2,千 葉県

上述の沿線市町村による、北総線の再建やサポー トの推進に当たっては、それらの上

部自治体である千葉県の積極的な関与も望まれるところである。この点、県内における

他の第 3セ クター鉄道の再建への取り組み (東案高速鉄道、千葉急行など)の 実例が参

考になろう。

また、北総鉄道社に対する融資について、さらなるリスケージュリング (条件緩和)

に加え、DESに 応じることを検討すべきであろう。

3.鉄 道運輸機構及び覗

既に述べたとおり、現状、鉄道運輸機構への敷設費用の償還が北総鉄道社の経営を圧

迫している。鉄道運輸機構はこれまで、償還のリスケージュリングに応じるなど、一定

の支援は行われてきたが、さらなるリスケージュリング (条件緩和)を 求めるべきであ

ろう。また、URに つていは、北総鉄道社に対する8~A資について、さらなるリスケージュ

リング (条件緩和)に 加え、DESに 応じることを検討すべきであろう。

4.京 成電鉄社
・

京成電鉄社は、北総鉄道の親会社として、その経営状況については不断に監視すべき

であり、株主としての監督責任があるため、かような責任を全うされることを期待した

い。特に、北総鉄道社に対する融資について、さらなるリスケージュリング (条件緩和)

に加え、DESに 応じることを検討すべきであろう。また、上述の線路使用料の妥当性の

見直しが北総鉄道社から提案された際には、真摯に対応すべきである。
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IX 補 助金支出の違法性について (補論)

地方|]治法 232条 の 2に よれば、普通地方公共団体は、その公益上必要がある場合に

おいては、寄附又は補助をすることができると規定しているが、いかなる場合が 「公益

上必要がある場合」については、法はそれ以上の定めを置いていない。これは、地方公

共団体ごとにその地域固有の状況や多様な行政目的が存在しており、各地方公共団体ご

とに政策的な判断を行う必要があることから、「会益上必要がある場合」の判断につぃて

は、各普通地方公共団体 (の長)に 一定の裁量を与えた趣旨と解される。そして、誰に

寄付又は補助を変付するかどうかは、その地域特有の政策 (711えば、「この地域は農家が

多いので農家を保護する」、f老人が多いので福祉を手厚くする」、「80な 企業を誘致し

たい」)に 密接にかかわる問題であることから、各地域ごとに幅があっても許されるもの

でなければならない。その意味で、与えられる裁量はある程度広範なものだと考えられ

る。

もっとも、補二おとは市民亨lit生がすたる時ギまとiミることから、;|七工ti号を'(く上うた'i号

i与生友十1=、■お子1容さttろ|ブウ「て1まない,し たがつて、上記裁量の範囲には
一定の限

界があり、特助金交付によ十tiの 必要があるとの長の判断が社会通念上著しく妥当性を

欠くものといえる場合には、その判断には裁量権の逸脱、濫用の違法があると考えられ

る。かような考え方は、北■山,台法 282条 の 2の趣旨を論じた過去の多くの裁判例でも、

路襲されている (さいたま地半J平成 21年 9月 30日、福岡地判平成 14年 3月 25日等)。

裁量権の逸脱又は濫用については、補助金交付の前提となった重要な事実誤認の有無、

目的違反 ・動機違反の有無、平等原則違反の有無、比例原則1°違反の有無などから総合的

に判断される6特 に、「1官fわ金交付に会益上のだ、要があるとの長の判断が社会通念上著し

く妥当性を欠くものといえる」かどうかについては、過去の裁半」例に鑑みれば、①当該

精駒金の交付の目的、趣旨及び経緯、②補助の対象となる事業の目的、性質及び状況、

③当該地方公共団体の財政状況、④議会の対応等諸般の事情を総合的に考慮した上で検

討される。

この″点、平成21年合意に基づく平成27年度までの北総鉄道社に対する補助金支出は、

当時まだ債務超過の状況にあった北総鉄道の財務基盤を補強しその経営の安定を図る意

味で、①補助金交付の目的が明稚にあり、その趣旨や経緯に照らしても一定の必要性が

認められ得る。また、②補助対象事業である鉄道事業の公共性も高い。③補助金支出を

行つた地方自治体に与える財政的な影響も過大とは言えないと考えられる (④議会説明

も十分に行つたと推測される)。これらの事情を考慮すれば、同補助金支出を行うに際し、

各地方自治体の長が行った 「公益上の必要性」があるとの判断が社会違念上著しく妥当

性を欠くとまでは言えず、その判断に裁量権の逸脱、濫用の達法があるとは認められな

10   達 成 される目的のために取られる手段との均衡が保たれるべき原員」のこと。
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いであろう。

他方、現状、補助金交付を見直すにあたり、上記検討を行ったとおり、北総鉄道社の

経営は一応安定化しており、補助金の交付を受けずして、現在合意している値下げ運賃

(平均 4,6%)を 維持することは、キャッシユフロー上、達成できる可能性がある。その

ような状況下では、②補助対象事業である鉄道事業の公共性が引き続き高く、③補助金

支出を行う地方自治体に与える財政的な影響も過大とは言えず、④議会説明も十分に行

つたとしても、①補助金交付の目的が明確にあり、必要性が認められるかの点で、疑義

が生じ得る。

補助金交付の判断に、裁量権の逸脱、濫用の違法があるとされないためには、上記の

ような財務面の検証を経てもなお、補助金交付の必要性があると言えるような事情が客

観的な資料 ・情報に照らして存在することが認められ、関係者における必要性の程度の

十分な検討 ・協議を経ることが必要であろう。
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tX 結
語

以上のとおり、北総鉄道社の現状の損益状況が維持されること等を前提として、運賃値

下げ幅をシミュレーションして検証したところ、キャッシュフロー上、本合意書に定めた

値下げ運賃水準 (平均 4.6%値下げ)を 公費 (補助金)負 担なくして維持することは十分可

能であることが判明した。

また、これに加え、通学定期部分に関し、他の首都圏私鉄並みの運賃水準まで値下げ(50%

値下げ)を 実行すること等も、キャッシュフロー上可能であると考えられる。

他方、鉄道運輸機構に対する償還金債務や、京成電鉄社、千葉県及び Ull等 に対する借

入金債務等、北総鉄道社のバランスシー ト上、多額の有利子負債が重い足かせとなってい

る。

鉄道運輸機構に対する償還金債務についてはより長期の償還期間への変更を求め、京成

電鉄社、千葉県及び UR等 に対する借入金債務については、リスケジューリングを求める

と共に、DESの 活用が図れないか、提案 ・交渉していくことは、妥当性のある解決方法で

あり、北総鉄道社の経営の維持 ・発展にとって非常に望ましいと考えられる。

さらに、京成電鉄社としては、合理性があるとは言い難い現状の線路使用料の是正 ・見

直しに真摯に対応し、親会社としての責任を果たすべきであろう。

加えて、北総鉄道としては、今後の運賃減額の可能性を模索するにあたり、①市場内占

有率の向上、②市場規模の向上の両面から、利用者向上策を模索することが望ましいであ
｀
 ろ う。

以上
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